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第 1部  計 画の基本田事項



第1部 計画の基本的事項

1 計 画策定の趣旨

平成 20年 (2008年)4月 1日現在の石川県の高齢化率 (総人口に占める 65歳以上人口の

割合)は 22.4%となっています。高齢化率は今後もさらに上昇することが見込まれており、

平成 37年 (2025年)には 30%を 超えると予測されます。

このような超高齢社会を迎えるにあたり、高齢者が住み慣れた地域で、安全で安心な生

活を送ることができる社会の実現が求められており、また、ひとり暮らし高齢者や認知症

高齢者の増加、高齢者虐待の防止や権利擁護、あるいは介護給付費の増加など、さまざま

な課題への対応が必要となっています。

この計画は、これらの問題に対 し、県の目指すべき基本的な施策 目標を定め、施策の方

向を明らかにするものです。

2 計 画の基本理念

(1)21世紀の超高齢社会が明るく活力ある長寿社会であるよう、可能な限り健康で生きがいをも

つて社会参加ができる環境づくりを進めます。

(2)住み慣れた地域や家庭における継続かつ安定した生活の確保を目指し、在宅優先を基本と

した多様かつ連携のとれた支援体制の整備を進めます。

(3)地域において生活全般にわたる支援体制が整備されるよう、公的なサービスの充実にあわ

せ、住民相互が支え合う地域福祉社会づくりを進めます。

(4)高齢者の尊厳と権利が守られるよう、利用者の立場に立ったサービスの提供と自立した日

常生活の営みへの支援を進めます。

3 法 令の根拠

本計画は、老人福祉法第 20条 の 9に 基づく 「老人福祉計画J及 び介護保険法第 118条

に基づ く 「介護保険事業支援計画Jを 一体的に策定するものです。

4 計 画の期間

計画期間は平成 21年度から 23年度までの 3カ 年 とします。
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第1部 計画の基本的事項

5 計 画圏域の設定

本計画では、広域的見地から施策の推進を図るため、広域的な利用となる介護保険施設

等の整備 目標を定める単位としての介護保険及び老人福祉の計画圏域を設定するものと

し、本計画の推進に不可欠である医療サービス ・医療資源との整合性を勘案 し、 「石川県

保健医療計画」に規定する二次医療圏にその圏域を合致させ次の4圏 域としています。

圏1域1名 市 1 1111       「名

南1加■賀| 小松市、加賀市、能美市、川北町

右川中1央 金沢市、かほく市、白山市、野々市町、津幡町、内灘町

能登中部 七尾市、羽咋市、宝達志水町、志賀町、中能登町

能1登北部 輪島市、珠洲市、穴水町、能登町

6 計 画の推進                ・

計画の推進にあたっては、行政をはじめ、住民や介護サービス事業者、保健 。医療 ・福祉

関係団体等が地域において、それぞれの役割を分担 し、相互に協力していくことが重要であ

ります。

(1)県の役割

市町が実施する高齢者福祉施策を支援するとともに、広域的あるいは専門的 ・技術的

な指導や助言などを行います。また、地域の高齢者福祉施策が円滑に実施されるよう、

必要な場合に国に対 して制度改正や規制緩和などについて働きかけを行います。

(2)市 町の役割

地域住民に最も近い立場から、住民ニーズを的確に把握 し、高齢者福祉を増進 してい

く役割を担 っています。また、高齢者や家族が住み慣れた地域で安心 して生活を送れる

ための環境整備を進めていく必要があります。

(3)住 民の役割

地域福祉の充実には、その地で生活する住民一人ひとりの役割が重要です。地域の福

祉水準の向上のために、さまざまな情報の交換やボランティア活動等への自発的 。自主

的な参加が期待されます。

(4)介 護サービス事業者の役割

介護サービスを提供する事業者は、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努め

るとともに、自らも、サービスの資質向上のための取組みを積極的に行うことが求めら

れます。

(5)関 係団体等の役割

保健 ・医療 ・福祉の各種団体が積極的に福祉活動に取 り組み、地域福祉の主体 となる

ことが期待されます。
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第1部 計画の基本的事項

介 護 保 険 及 び 者 人 福 祉 日 域

能登北部圏域

能登中部圏域

イ
ｔｔ

ン
〆
〆

爾加賀圏域

石り|:中央圏域
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計画の基本的事項



第 2部  商 齢化と要介護者の現状と推計



第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

第 ブ章 訪 fじの現状 と推計

1 高 齢化 の現状 と推計

平成 20年 4月 1日 現在の総人口は 1,166,778人 なっており、計画圏域で見ると、石川中

央が 6割 、南加賀が 2割 、能登中部 。北部で 2割 という構成割合となっています。

65歳 以上の高齢者人口は 261,142人 となっており、高齢化率は 22.4%で 、計画圏域で見

ると、能登北部の 36.3%が 最も高く、以下、能登中部、南加賀の順で、最も低い石川中央は

19.5%と なっています。

また、75歳 以上の後期高齢者人口は 130,233人 となっており、構成割合は高齢者数の状況

とほぼ同様になっています。

■圏域別年齢階層別人口(平成20年 4月 1日 ) (単位 :人)
●1 1 1 1 ■| |■1 ヽヽ 1ヽ 1 :

猾
238,532 20.491 53,587 22.5% 20.5引 26,235 11.091 20.1朝

■lt濯 699,038 59.9% 136,080 19.591 52.1% 65,252 9.391 50.19

:曲 145,009 12.4% 40,917 28.291 15.7% 21,842 15.1% 16.8ツ

韓響書繋 84,199 7.2% 30,558 36.3% 11.791 16,904 20.191 13.0馴

警
一

1,166,778 100.Oγ 261,142 22.491 100.091 130,233 11.2% 100.0%

※市町老人福祉主管課調

介護保険制度がスター トした平成 12年以降の高齢者人口等の状況は、総人口が減少 して

いく中で、高齢者人口も平成 37年 を境に増加から減少に転 じ、また後期高齢者人口は平成

42年を境に増加から減少に転 じると見込まれます。

前期高齢者 (65歳～74歳)と 後期高齢者 (75歳以上)の 人口は、平成 27年を境に後期高

齢者人口が前期高齢者人口を上回ると見込まれます。

また、高齢化率は、全国の高齢化率と比較すると、約 1.0ポイント上回って推移 していく

と見込まれます。
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

■高齢者人口及び高齢化率の推移(各年10月1日時点)

※平成12～17年は国勢調査。

※平成22年以降は日本の都道府県別将来推計人口・H19.5月推計 (国立社会保障・人日問題研究所)より

※前期高齢者とは65～74歳の高齢者、後期高齢者とは75歳以上の高齢者のことをいう。

区1分 H■ 2 H■ 7 H22 H‐27 H132 H371 H412‐ H47

総1人ロ 1,180,977 1,1741026 1,154,942 1,127,761 1,093,132 1,052,875 1,008,576 959,916

薇齢者人● 219,666 245,739 275,149 318,516 333,730 334,965 332,702 330,900

前期1高1齢者 123,125 125,307 134,962 164,564 160,791 130.575 121,606 124,925

後期1高齢者 96.541 120.432 140,187 153,952 172,939 204,390 211,096 205,975

高齢化率(県) 18.6% 20.9Ⅸ 23.8% 28.2γ 30.5% 31.8% 33.0% 34.5γ

前1期高齢化率 10.4% 10.7% 11.7% 14.6% 14.7% 12.4γ 12.1% 13.0引

後期1高齢1じ欅 8.2% 10.3% 12.1% 13.7γ 15.891 19.4γ 20.9% 21.5%

高齢化率(全国) 17.3% 20.lγ 23.1% 26.9γ 29.2γ 30.5% 31.8% 33.7%

|IJⅢⅢ礎 10.2% 11.0% :1.9% 13.8% 14.0% 12.3' 12.2% 13.5貿

降編票嘉| 7.1% 9.1% 11.2% 13.1% 15.3γ 18.2% 19.7% 20.2%

■高齢者人口及び高齢化率の推移

400,000

40.0%

35.091

300%

25.0%

200%

150%

100%

50%

0.0%

県
高
齢
者

人

口

（
人

）

300,000

200,000

高
齢

化
率

100,000

H12  H17 H22   H2フ H32   H37 H42  H4フ

い・―l前期高齢者 ‐ 後 期高齢者 一 高齢化率 (県) ■ ■mJ墜 `t聖 J
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

■圏域別の高齢者人口及び高齢化率の推移(各年10月 1日時点)

区|1分 H17 H22 H1217 H132 IH37 IH42

南加1賀

総人口 236,951 233,527 228,115 220,978 212,741 203,746

65歳 以上人口 50,117 56,599 65,290 67,663 67,231 66,792

高1齢化1率 2112% 2412% 2816貿 3016% 3116% 3218%

石,1‐中:央|

総人口 709,491 707,700 700,360 687,888 670,808 649,764

65歳 以上人口 126,531 147,133 176,448 189,223 194,204 197,246

高齢化率 17:協 2018% 25:2% 27:59 29:0% 30:4%

能登中部

総人口 144,368 137,423 129,833 121,673 113,254 104,943

65歳 以上人口 39,523 41,990 46,546 47,619 46,302 44,062

高齢イL率 2■4% 30:6% 35:9γ 39:1% 4019% 42期

能登北部

総人口 83,214 76,302 69,449 62,593 56,077 50,132

65歳 以上人口 29,738 29,430 30,229 29,226 27,230 24,604

高1齢1ヒ率三 3517% 3816% 43:5貿 4617% 4816% 49:1璃

※日本の市区町村別将来推計人口・H20.12月推計(国立社会保障・人口問題研究所)より

■圏域別の高齢者人口及び高齢化率の推移

昔
回

齢

星野 200o00

人

口

高

齢

化
率

％０

（
人

）

:  l南 加賀

― 南加賀

監‐ 燿石川中央    ‐  能 登中部

一 石川中央   ― 銀一能登中部

‐‐ 能登北部

― 育ヒ曇奎ヨι書F  I



第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

平均寿命は、平成 17年で男は 79.3歳、女は 86.5歳となってお り、昭和 55年 と比較する

と、男は 5.8歳、女は 7.6歳伸びています。

また、全国との比較では、男女 とも全国の平均を上回っています。

■平均寿命の推移

■本県の人ロピラミッド(H20年 10月1日推計値)

(単位 :歳)

鮒 1甲: 1曜難 年|±聾軒6041 署1櫂讐 平藩蓄篭饉
1平1曲,2年 :撃J「==肇

軒lf墨
:=:i■

男 73.5 75.3 76.4 77.2 78.0 79.3

女 78.9 80.9 82.2 83.5 85.2 86.5

男 73.6 75.0 76.0 76.7 77.7 78.8

女 79.0 80.8 82.1 83.2 84.6 85.6

※都道府県生命表(厚生労働省)より。

loo*
95-99膚義
90～ 94歳
85～ 89歳
80～ 84歳
75～ 79歳
70～ 74歳
65～ 69歳
60～64歳
55-59膚識
50～ 54歳
45～ 49歳
40～ 44歳
35-39膚詭
30～ 34歳
25-29膚轟
20～ 24歳
15～ 19歳
10～ 14歳
5～ 9歳

-8-



第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

■第4期 計画期間中の高齢者数見込み
(単位 :人)

亨撃1育響||lrll計競1嵩齢著|■卜●後崩1嵩齢暑
平成2■年度 271,077 135,019 136,058

平成22年 度 275,990 136,485 139,505

平成23年 度 282,216 139,760 142,456

※各市町の第4期 介護保険事業計画における推計値の集計(各年10月1日時点)



第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

2 ひ とり暮 らし高齢者 の現状 と推計

ひとり暮らし高齢者の数は、平成 12年以降増加が続き、高齢者数に占める割合は平成 12

年の 10.8%から平成 37年 には 16.0%と約 1.5倍の増加となっています。また、平成 12年

と平成 37年で比較すると、高齢者数の約 1.5倍に対 し、ひとり暮らし高齢者数は約 2.3倍

の増加となっており、ひとり暮らし高齢者数は高齢者数を大きく上回る早さで増加すると見

込まれます。

■ひとり暮らし高齢者数の推移 (単位 :人

区1分 H■ 12 H■ 7 H122 H27 H1312 H37 1対|112
増1減率

1高■齢■者■数■|| 219,666 245,739 275,149 318,516 333,730 334,965 52.5%

|ひとり暮|らし高齢者数■■b 23,627 29,872 35,806 43,981 49,641 53,593 126.8%

割|■■合■■■/a 10.8% 12.2% 13.0% 13.8% 14.9% 16.0%

※ひとり暮らし高齢者数 :H12～17は国勢調査。H22以降は「日本の世帯数の将来推計 (国立社会保障・人
口問題研究所)」より。

※一般世帯数 :H12～17は国勢調査。H22以降は日本の将来推計人口(国立社会保障・人口問題研究所)
のデータにより作成。

■ひとり暮らし高齢者数の推移
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※ :H12～ 17は 人口(国立社会保障・人口問題研究所)」
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

″ 章 要会議 等の現状 と締

1 要 介護認定者 の現状 と推計

(1)要 介護認定者の推移

要介護認定者数 (要支援を含む)は 、介護保険制度スター トの平成 12年の 23,851人 が、

平成 20年 には 45,289人 で約 2倍 となっています。

第 1号被保険者 (65歳以上の高齢者)に対する要介護認定者の割合である要介護認定率は、

平成 12年 の H.0%か ら毎年 1ポ イント以上の伸びであったが、平成 17年 に伸びが鈍化 し、

以後は 17%前 後で推移 しています。これは介護保険制度が定着 し、要介護認定の必要がある

と思われる高齢者の認定申請が概ね行われたためと考えられます。

要介護認定者を年齢別の割合で見ると、平成 20年 では、第 2号 被保険者 (40歳～64歳 )

は 2.6%、 前期高齢者は H.4%、 後期高齢者は 86.0%と なっており、平成 12年 と比べると

前期高齢者の割合が減少 し、それ以外は増加 しています。

また、平成 20年 の第 1号被保険者の要介護認定率を見ると、前期高齢者の 3.9%に 対 し、

後期高齢者は 29.8%と 約 7.5倍 となっています。

なお、本県の要介護認定率は、全国平均を上回る状況で推移 しています。

■要介護認定者数及び要介護認定率の推移

※「介護保険事業状況報告(各年4月末現在)」より

※要介護認定者は要支援認定を含む。

一区 一分 H12 一３一Ｈ 一４一Ｈ

．
H15 ‖16

一７一Ｈ H■8 H■9 IH20 1対日12
1増減率

第■号被保険者■̀ 216,900 223,524 228,901 234,28C 237.089 241.292 246,905 254,969 261,884 20.7%

うち165～74歳■b 122,773 124,358 125,412 126,480 124,011 124,098 i24,933 128,750 131,195 6.9%

う.ち,75歳1以上|16 94,127 99,166 103,489 107,809 113,078 117,194 121.972 126,219 130,689 38.8%

要 針護認1定1者数|■ 23,851 27.887 31.653 35,533 39,056 40,878 42,884 43,687 45,289 89.9%

うち140～64歳||| 545 687 783 918 1,060 1,134 1,116 !,161 113.0%

構成1率 2.31 2.5γ 2.5% 2.6% 27% 2.7% 2.6% 2.6% 2.6%

うち165～74歳 f 3,614 4,121 4,634 5,070 5,347 5,311 5,301 5,157 5,173 43.1%

構成率 15.lγ 14.8% 14.6% 14.3% 13.7% 13.0% 12.4% 118% 11.4%

うち75歳以上 g 19,692 23,079 26,236 29,545 32,649 34,457 36,449 37,414 38,955 978%

構成率 82.691 82.7% 82.991 83.1% 836% 84.3% 85.0% 85.6% 86.0%

要介護認定率(県)d/a 11.0貿 12.5% 13.891 152以 16.5% 16.9% 17.4% 171% 17.391

|う
七65～74歳f/b 2.991 3.3% 3.7γ 4_091 4.3% 4.3% 42% 4.0% 3.9%

laxts#,ut- "r.
20991 23.3% 25.4% 27.4% 289% 29.4% 29.9% 29.6% 29.8%

要介護1認1定率 (全国) 10.1% 11.5% 13.0% 14.5% 15.8% 16.3% 16.8% 164% 16.5%
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

■要介護認定者数及び要介護認定率の推移
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(2)要 介護度別認定者 の推移

要介護認定者の要介護度別の構成割合を見ると、平成 20年 では要支援及び要介護 1の軽

度者は 18,304人で 40.4%、要介護 4及 び 5の重度は H,308人 で 25.0%となっています。

構成割合を平成 12年 と比べると、中度及び重度の割合が増加 し、軽度の割合が減少して

います。

■要介護度別の認定者数の推移

区  分 H12 H13 H14 H■5 H‐16 H17 H18 H■9 H20 1対H12
‐増減率

第 1号 被保険者 216,900 223,524 228,901 234,289 237,089 241,292 246,905 254,969 261,884 20791

旧 要 支 援 3,001 2.932 3,433 4,055 4,654 5,252

42.591

瑕要 支 援 2 靱
(恭

蜻 368 5,335 6,286
1213%

要 介 護 1 6,338 7,889 9,54[ 11,251 12,729 13,124 i4,066 8,649 7,743

要 介 護 2 4,336 5,389 6,255 6,882 6,289 6.566 6,978 7,808 8,339 92391

要 介 護 3 3,491 3,973 4,250 4,565 5,263 5,467 5,778 6,736 7.338 110.2%

要 介 護 4 3.590 3,982 4,143 4.448 5,063 5,291 5.348 5,640 5,924 65.091

要 介 護 5 3.095 3,722 4,027 4,332 5,058 5,178 5,018 5,420 5,384 74.0%

△
計 23,851 27,887 31,653 35,533 39,05G 40,878 42,884 43,687 45,289 89.9%

・「介護保険事業状況報告 (各年4月末現在)」より
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(3)圏 域別の要介護度別認定者の推移

平成 20年の要介護認定者を圏域別で見ると、高齢者人口の最も多い石川中央が 24,704

人で最も多く、以下、南加賀、能登中部、能登北部の順となっています。増減率でも石川

中央が最も高く、特に要支援や要介護 1の軽度者が著 しく増加 しています。

また、要介護認定率についても、石川中央が 18.1%と最も高く、以下、能登中部、南加

賀、能登北部の順となっています。
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

■要介護認定者数及び要介護認定率の推移【南加賀】 :人

区1 分 H12 Hi3 H14‐ H15 H■6 H17 IH■8 H19 H20 1対H121
1増減1率

第,号1被保険者■‐a 43,822 45,126 46,308 47,580 48,157 49,184 50,577 52,272 53,766 22.7%

l日■要■支■援 631 696 738 797 931 1.033

3.6%

73.4%

要 介 護11 1,45C 1,723 2,053 2,338 2,452 2,594 2,677 1,388 1,314

要1介 護
‐
2‐ 787 997 1,188 1,340 1,221 1,338 1,423 1,664 1,680 113.5%

要 介 護13 704 760 811 945 1,116 1,097 1,220 1,420 1,475 109.5%

要 介 護 4 674 811 86[ 929 1,091 1,150 1,16C 1,219 1,316 95.3%

要■介 護|● 658 713 730 826 955 1,034 1,031 1,104 1,159 76.1%

合‐   計 ■b 4,904 5,700 6,38[ 7,175 7,766 8.246 8,618 8.536 8,798 79.4%

要‐介護1認定率lb/1 11.2% 12.6% i3_8% 15.1% 16.1% 16.8% 17.0% 16.3γ 16.4%

注)「 介護保険事業状況報告(各年4月末現在)」より

■要介護認定者数及び要介護認定率の推移【石川中央】

区   分 一２一Ｈ H■3 H14 H15 H16 H17 H18 一９一Ｈ H20 1対H12
1増減率

第■号1被保険者 ■| 107,986 111,714 114,860 118,045 119,988 122,792 126,393 131,721 136,532 26.4%

旧 要 支 援 1,186 1,168 1,442 1,876 2,198 2,507

85.8%

靱要 支 援 2 176 3,155 3,933
1783%

要 介 護 1 2,986 3,986 4,985 6,025 7.063 7,398 8,221 5,065 4,377

要 介 護 2 2,407 2,947 3,426 3,746 3,479 3,596 3,862 4,229 4,673 94.1%

要 介 護 3 1,838 2,143 2,319 2,459 2,793 2,929 3,059 3,580 3,993 117_2%

要 介 護 4 1,903 2,118 2,155 2,256 2,583 2,691 2,758 2,921 3,007 58.0%

要 介 護 5 1,473 1,838 2,046 2,180 2,580 2,593 2,372 2,624 2,518 709%

合   計 L 11,793 14,200 16,373 18,542 20,696 21,714 22,963 23,684 24,704 1095%

要介護認定率‐b/b 10.991 12.7% 14.3% 15.791 17.291 177% 18.291 18.0% 18.1%

注)「 介護保険事業状況報告(各年4月末現在)」より
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■要介護認定者数及び要介護認定率の推移【能登中部】 :人 )

区|‐‐
・
分 H12 IH13 H14 ５

一

Ｈ

．
IH■6 ‖17 H■8 H‐19 H20 |夕寸H121

1増減1率

第■号被保険者■● 36,206 37,255 37,985 38,608 38,853 39,230 39,68C 40,475 41,002 13.2%

日|1要■支■援 613 570 675 736 770 919

32.5%

87.8%

要■介■護‐■ 994 1,211 1,45C 1.712 1,842 1,755 1,779 1.267 1,187

要■介■護|12 606 766 862 950 895 927 984 1,122 1,183 95.2%

要■介■護■3 550 594 592 641 753 82C 89C 1,045 1 115 102.7%

要■介■護■4 596 618 691 720 798 875 88C 924 984 65.11

要■介■題卜● 551 619 673 699 823 836 902 984 1,006 82.6%

合||■■■■計■も 3,910 4,378 4,943 5,458 5,881 6,132 6.438 6.681 6,967 78.2%

要介1護認定率lb/a 10.8% 11.8繁 13.0% 14.1% 15.1% 15.6% 16.2% 16.5% 170%

注)「 介護保険事業状況報告(各年4月末現在)」より

■要介護認定者数及び要介護認定率の推移【能登北部】 )

区  分 ・２一Ｈ H13 ・４一Ｈ IH■5 IH■6 H17 H18 H■9 H20 1対H121
1増減1率

第‐1号被保険者 ■a 28,886 29,429 29,74ε 30,056 30,091 30,086 30,25ξ 30,501 30,584 5.9%

旧|1要|‐支|‐1援 571 498 578 646 755 793

6.1%

47_4%

要 介 護 1 908 969 1,057 1,176 1,372 1.377 !,389 929 865

要 介 護 2 536 679 846 694 705 ハ
Ｖ 793 803 49.8%

要 介 護 3 399 476 52ε 520 601 621 ハ
υ

●
υ 691 755 89.2%

要 介 護 4 417 435 432 543 591 575 55C 576 48.09

要 介 護 5 413 552 578 627 700 715 708 701 69.7%

合   計 b 3.244 3,609 3,952 4,358 4,713 4,786 4,865 4,786 4.820 48.691

要介護認定‐率b/a 11.2% 12_3" 13.3% 14.5% 15791 159% 16.lγ 15.791 158%

注)「 介護保険事業状況報告(各年4月末現在)」より
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(4)要 介護度別認定者の推計

平成 20年の要介護認定者は46,H6人 、要介護認定率は 17.5%で、第 4期計画の最終年度

である平成 23年では、要介護認定者数は51,320人、要介護認定率は 18.3%と推計されてい

ます。

平成 23年の要介護認定者の増減率は 11.3%で、第 1号被保険者の増減率 6.3%を上回っ

ています。また、要介護認定率は平成 21年以降も毎年、少しずつ高くなっています。

■要介護認定者数の推計 【県全体】

区 分 H20

第4期計1画期1間(‐曝21■123)

H21
‐
H22 日23 11対H20

■踏減率

第■号被保1険者数■五 264,238 269,576 274,558 280,834 6.3%

要■支■援‐1 4,444 4,760 5,053 5,346 20.3%

要■支 援 2 6,588 7,127 7.386 7,504 13.9%

要1介■護11 7,713 7,373 7,378 7,523 A2.5%

要■介■護 ‐2 8,287 8,645 8,998 9,354 12.9%

要1介■護 3 7,444 7,888 8,294 8,690 16.7%

1要■介■護‐4 6,009 6,247 6,515 6,781 12.8%

要|1介■護‐5 5,631 5,759 5,944 6,122 8.7%

合■■ 1計  16 46,116 47,799 49,568 51,32C 11.3%

要介1護認定率‐ヽ /1 17.5% 17.7% 18.191 18.391

10月 1日

※上記推計値は、市町報告値の積み上げ

、早 世 :人 ノ

■|1靡
308,372 16.71

6,281 41.391

7,917 20.2γ

8,024 4.091

10,507 26.891

9,992 34.291

7.590 26.391

6,754 19.9%

57,065 23.791

1

(5)圏 域別 の要介護認定者 の推計

平成 23年 の要介護認定者の増減率を見ると、13.3%の石川中央が最も高 く、以下、能登

中部、南加賀、能登北部の順 となっています。

また、要介護認定率 も 189%の 石川中央が最も高 く、以下、要介護認定者の伸び率と同 じ

順 となっています。

-16-



第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

■要介護認定者数の推計 【南加賀】

区 分 H20

第4期1計1画1期1間(H211～23)

H21 IH22

1午1閂
第■号被保険者数■ち 54,386 55,825 56,506 56,972 4.8%

要 ‐支■援■1 692 713 725 738 6.691

要■支■援■2 1,242 1,276 1,303 1,329 7.091

要‐介 護||‐1 1,370 1,414 1,445 1,476 7.791

要 介 1護■2 1,640 1,700 1,740 1,782 8.7%

要■介■護|‐13 1,511 1,574 1,616 1,656 9.6%

要 介 護 4 1,344 1,382 1,448 1,513 12.691

要1介■護■5 1,185 1,228 1,289 1,351 14.091

‐合
‐ 1計 ■‐■16 8,984 9,287 9,566 9,845 9.691

:人 )

‖|,A

1対日201
増減率

63,220 16.2%

792 14.591

1,438 15.891

1,586 15.8%

1,959 19.5%

1,818 20.3%

1,638 21.991

1,461 23.3%

10,692 19.0%

要介護認定率■ヽ /1 16.591 16.6% 16.9% 17.3%

※各年10月1日時点

※上記推計値は、市町報告値の積み上げ

16.9%|   一

19.2%l   ―

■要介護認定者数の推計 【石川中央】

区 分 H20

第4期:計1画期1間(H21■23)

H21 H22

F‐財
第■号被保険者数■6 138,198 141,618 145,729 151,021 9.3%

要 支 援 1 2,340 2,607 2,855 3,103 32.691

要 支 援 2 4,153 4,632 4,823 4,875 17.4%

要 介 護 1 4,193 3,829 3,756 3,828 A8.791

要 介 護 2 4,657 4,841 5,097 5,359 15.1%

要 介 護 3 4,083 4,358 4,654 4,958 21.4%

要 介 護 4 3,063 3,194 3,346 3,504 14.491

要 介 護 5 2,656 2,713 2,783 2,850 7.391

合  計   b 25,145 26,174 27,314 28,477 13.391

(単位 :

‖,A

対IH201
増減率

168,525 21.9%

3,883 65.9%

5,054 21.7%

4,059 A3.2%

6,196 33.0%

5,933 45.3%

4,051 32.3%

3,214 21.0%

32,390 28.8%

要介護認定率 b/a 18.2% 18.591 18.7% 18.9%

※各年10月1日

※上記推計値は、市町報告値の積み上げ
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

■要介護認定者数の推計 【能登中部】

区 一分 H20

第4期計1画期‐間(H211■23)

H21 IH22 ,午「盤 |
第■号被保1険者数■a 41,031 41,555 41,845 42,366 3.3%

要1支■援■1 767 806 834 857
，
′

要1支■援■2 712 719 745 769 8.091

要■介■護■1 1,233 1,268 1,324 1,363 10.591

要■介■護■2 1,204 1,245 1,273 1,309 8.791

要■介■護■3 1,131 1,185 1,232 1,269 12.291

要■介■護14 ｎ
υ

６
υ 1,033 1,074 1,107 11.4%

要■介■護■5 1,055 1,088 1,131 1,168 10.7%

合||1計 ||■ 6 7,096 7,344 7,613 7,842 10.591

‖|,A

1対■201
増減率

45,570 11.191

944 23.191

853 19.891

1,502 21.891

1,454 20.8%

1,408 24.591

1,226 23.391

1,303 23.591

8,690 22.591

要介1護認定率■b/1 17.3% 17.791 18.2% 18.5% 19.1%:  一

※各年10月1日時点

※上記推計値は、市町報告値の積み上げ

※各年10月1日時点

※上記推計値は、市町報告値の積み上げ

■要介護認定者数の推計 【能登北部】

区 分 H20

第4期1計1画期1間(H21■23)

H21 H22

中1謳
第■号被保1険者数la 30,623 30,578 30,478 30,475 AO.5%

要■支■援|¬ 645 634 639 648 0.5%

要 支 1援 2 481 500 515 531 10.4%

要 介 護 1 917 862 853 856 A6.7%

要 介 護 2 786 859 888 904 15.0%

要 介 護 3 719 771 792 807 12.2%

要 介 護 4 608 638 647 657 8.1%

要 介 護 5 735 73C 741 753 2.4%

合  計   b 4,891 4,994 5,075 5,156 5.4%

■1疇
31,057 1.4%

662 2.6%

572 18.9%

877 A4.4%

898 14.2%

833 15.9%

675 11.0%

776 5.6%

5,293 8.2%

要介護認定率 b/a 16.0% 16.3% 16.7% 16.9% 17
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

2 寝 た き り高齢者 の現状 と推計

平成 20年 10月 1日 現在の寝たきり高齢者数 (注)は 、16,310人で、これは要介護認定者

の 35.4%を 占めており、平成 23年 には 18,273人、平成 26年 には 20,470人になるものと予

測 されます。

■寝たきり高齢者の現状と推計

区‐ 分
一〇一２一Ｈ

第4期計:画期1間(H21～123)

IH21 H22 IH23 1対H201
増1減率

高■1齢■1者 1人■●二五 265,079 271,077 275,990 282,216 6.5%

要■介■護■認■定■者|ヽ 46,116 47,799 49,568 51,320 11.3%

寝|た|き|り1高1齢1者■̀ 16,310 16,921 17,602 18,273 12.0%

1高1齢者に1対する割1合16/: 6.291 6.2% 6.491 6.5%

認定者に1対する割1合10/1 35.491 35.4% 35.5% 35.6%

Hク6

1対H20
増1減率|

309,301 16.7%

57,065 23.791

20,470 25.5%

6.6%

35.9%

※寝たきり高齢者の推計値については、要介護度別の認定者数に要介護度別の寝たきり高齢者の割合(「要
介護度別の日常生活自立度ランクの状況に係る調査(平成20年10月1日時点)」より)を乗じて算出

※各年10月1日時点

(注)寝たきり高齢者とは、「『障害老人の日常生活自立度(寝たきり度)判定基準』の活用について」(大臣官

房老人保健福祉部長通知)に基づき「ランクB」及び「ランクC」と判定された者とした。

生活 自立 ランク」

何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外出する。

1 交通機関等を利用して外出する。

2隣 近所へなら外出する。

準寝たきり ランクA

屋内での生活は概ね 自立しているが、介助なしには外出しない。

1 介 助により外出し、日中はほとんどベッドから離れて生活する。

2外 出の頻度が少なく、日中も寝たり起きたりの生活をしている。

寝たきり

ランクB

屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が主体ではあるが座位を

保つ。

1車 いすに移乗し、食事、排せつはベッドから離れて行う。

2介 助により車いすに移乗する。

ランクC

1日中ベッド上で過ごし、排せつ、食事、着替えにおいて介助を要する。

1 自 力で寝返りをうつ。

2自 力では寝返りもうたない。
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

■寝たきり高齢者の現状と推計
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■要介護認定者に対する寝たきり高齢者の割合

要介護1区1分 要支1援1 要1支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

割 合 0.3% 2.0% 4.2% 19.2% 49.3% 84.3% 98.0%

※「要介護度別の日常生活自立度ランクの状況に係る調査(平成20年10月1日時点)」により推計

※平成20年10月1日時点
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

3 認 知症高齢者 の現状 と推計

平成 20年 10月 1日現在の認知症高齢者数 (注)は 、29,031人で、これは要介護認定者の

63.0%を 占めており、平成 23年 には 31,890人、平成 26年 には 35,535人になるものと予測

されます。

■認知症高齢者の現状と推計

区 分 H20

第4期1計1画期1問(H211～123)

H21 H22

吟1螺 ‐
高1‐1齢■1者■1人■|口■● 265,079 271,077 275,99C 282,216 6.5%

要|‐介1護1認■定■者16 46,116 47,799 49,568 51,320 11.3%

1認1知■症1高■齢■者lt 29,031 29,755 30,779 31:89C 9.8%

高齢者に対する割合lc/1 11_0% 11.0% 11.211 11.391

認定者に対する割1合10/1 63.0% 62.3% 62.191 62.191

HI,IA

1対日201
増減率

309,301 16.7%

57,065 23.791

35,535 22.4%

11.5%

62.3%

※認知症高齢者の推計値については、要介護度別の認定者数に要介護度別の認知症高齢者の割合(「要
介護度別の日常生活自立度ランクの状況に係る調査(平成20年10月1日時点)」より)を乗じて算出

※各年10月1日時点

(注)認知症高齢者とは、「『痴果性老人(認知症高齢者)の日常生活自立度判定基準』の活用について」(大

臣官房老人保健福祉部長通知)に基づき「ランクⅡ」以上に判定された者とした。

ランク1 何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。

ランクE

日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意してい

れば自立できる。

a家 庭外で上記の状態が見られる。

b家 庭内でも上記の状態が見られる。

ランクⅢ

日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さがときどき見られ、介護を必要とする。

a日 中を中心として上記の状態が見られる。

b夜 間を中心として上記の状態が見られる。

ランクⅣ
日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ常に介護を必要とす

る。

ランクM 著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。
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第2部 高齢化と要介護者の現状と推計

■認知症高齢者の現状と推計
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■要介護認定者に対する認知症高齢者の割合

要介護区分 要支1援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護6

割 合 9.3% 46% 77.4% 68.7% 79.4% 89.1% 957%

※「要介護度別の日常生活自立度ランクの状況に係る調査(平成20年10月1日時点)」により推計

※平成20年10月1日時点
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

1 健 康づ くりと介護予防、生 きがいづ くりの現状

(1)健 康づ くりの現状

①生活習慣改善と疾病予防の現状

食生活 。住環境の多様化など社会環境の変化に伴い、近年、がん、心筋梗塞、脳梗塞な

どの 「生活習慣病」が死亡原因の約 6割 を占めています。また、高齢化の進展に伴い、介

護を要する高齢者や認知症高齢者が増加傾向にあります。

このような状況を踏まえ、高齢者が健康で生きがいを持ち、自立した生活が送れるよう、

健康増進対策、生活習慣病予防対策、介護予防対策の一体的な推進に努めているところで

す。

具体的には、市町保健センター等における健康学習の充実、健康づくりのための情報提

供、生活習慣病の早期発見や生活改善を図るための健康診査と、その結果に基づく保健指

導、参加 ・体験型の健康づくりや世代に応 じた運動の習慣化による健康づくりなど、さま

ざまな施策を展開 しています。

また、県においては、健康づくりに関する正しい知識の普及とその実践を支援するためt

インターネットを使った 「いしかわ健康学講座」の開講や 「いしかわ健康バランスガイ ド」

の作成 。普及を行っているほか、地域の体育館や公民館、温泉 ・銭湯など身近な施設を活

用 した 「いしかわ健康づくリプログラム」の認定 。普及を行っています。

また、メタボリックシンドローム対策に焦点をあてた特定健診 ・特定保健指導により生

活習慣病予防が効果的に行われるよう、医療保険者や事業者の支援を行っています。

■石川県における主要死因別に見た死亡事(人□10万対)の 推移

― 磐薔   ‐ 哺 黄 ・一‐―‐脳血管喪□ ―‐―‐―宅嚢 ― ‐¨割 晰 生相 ′ ^ 一 ,‐10ま轟 ― 不慮の事颯

‐ ‐ ′

― ″  ´

〆

… ~

・三:垂性新生物

へ
‐二

 =こ _.__す =ず
― ‐́ ~‐ ^ 電`___‐ ―~― ― … … 故

0

ロロJ0   22 50  00  62  干 J   3   5   7   9   11   13   15  17

※「衛生統計年報」(石川県健康福祉部)より
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

死因別死亡割合 (石川県 :H18年 )

■死因別死亡割合

死因別死亡割合 (全国 :H馨
篠襲生

その他
40.1%

患
11.8%

※平成18年人口動態調査より

②高齢者の体力づくりの実施状況

ア ゆ うゆう石川スポーツ 。文化交流大会の開催

高齢者に適 したスポーツ 。文化交流の交流大会を開催 し、地域間の交流や積極的な

健康づくりと生きがいづくりに取 り組んでいます。

■ゆうゆう石川スポーツ・文化交流大会の実施状況 単位 :人)

1区1分‐ ■18年度 ""年 度 H20年 度

参加1者 1,400 1,400 1,50C

※種日:スポーツ11種日、文化3種 目

全国健康福祉祭への参加者派遣

高齢者を中心とする国民の健康保持 ・増進、社会参加、生きがいの高揚を図り、ふ

れあいと活力ある長寿社会づくりのため毎年開催されている全国健康福祉祭 (ねんり

んピック)に 選手 ・役員を派遣 しています。

■全国健康福祉祭への参加者派遣状況

区 分 H18年度 H19年度 H20年度

開催地 静岡県 茨城県 鹿児島県

全種目数 23 25 25

石川県派遣種 目 20 20 22

石川県派遣人数 176 184 212

③地域 リハ ビリテーションの現状

市町保健師や介護保険関係施設職員を対象にリハ ビリテーシ ョンに関する研修等を行

い、退院後の高齢者等の在宅や施設における日常動作のリハビリテーションや福祉用具の

活用方法等に関する知識 ・技術の向上に努めています。
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

(2)介 護予防の実施状況

要支援 ・要介護状態の予防や、要介護状態となっても、可能な限り地域において自立 し

た日常生活を営むために支援することを目的として、市町が行う地域支援事業が平成 18

年度に創設されました。この地域支援事業には、介護予防事業や包括的支援事業などがあ

り、市町の地域包括支援センターにおいて実施されています。

①包括的 ・継続的ケアマジメントの現状

包括的 ・継続的ケアマジメントは、保健医療 ・福祉の専門家が高齢者が住み慣れた地域

で暮らし続けることができるよう支援困難事例に関するケアマネジャーヘの支援やその

ためのネットワークづくりなど、包括的かつ継続的な支援を行っています。

②介護予防事業の実施状況

介護予防事業は、要支援 ・要介護状態の予防、軽減、悪化防止のための事業で、65歳以

上の虚弱高齢者を対象とする介護予防特定高齢者施策と全高齢者を対象とする介護予防
一般高齢者施策に大別されています。

ア 介 護予防特定高齢者施策の実施状況

介護予防特定高齢者施策における、生活機能の維持向上を目的とした運動器の機能

向上、栄養改善、日腔機能の向上等の介護予防事業の参加者は、平成 19年度は前年

度比で訪間型では減少しているものの、事業全体の増減率は実人数が 106.3%、延人

数が 65.3%といずれも増加 しています。

■包括的口継続的ケアマネジメント体制の現状

※県内の地域包括支援センター38箇所の実施状況(平成20年4月時点)
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

■介護予防特定高齢者施策の実施状況

区|■■分 Hll年度
‐

りlV千 1層
対前年度増減警

一介
護
予
一紡
事
一業

1通所型

箇■所(薔同 87 100 14.9'

2.280 4,175 83.1'

:人1数(人) 585 1.371 134.4)

延人数 12.587 22,888 81.8'

訪‐間1型
回■数(回) 2,134 1,449 ▲32.1馴

人数(メ 132 108 A18.2,

延人1数(人) 2,134 1.449 A32.19

合計

]) 4,414 5,624 27.4明

実1人数(人) 1.479 106.3馴

延1人数(人). 14,721 24.337 65.3跳

イ スセンター、 セ ン

訪間型:介護予防事業を高齢者の自宅へ訪問して実施

介護予防一般高齢者施策の実施状況

全高齢者を対象とした介護予防に関する情報の提供、活動支援等を行う介護予防一

般高齢者施策では、介護予防普及啓発事業全体の延人数が平成 19年度は前年度より

減少 しましたが、個別に行う相談会等の参加者は前年度比 13.8%の増加となっていま

す。

■介護予防一般高齢者施策の実施状況

区| ■分 110年1度 11:1宇111111轟|

介1護予1防
普及啓発
■事業|

講演1会等
2,738 1,643 A40.0明

こ人数(人) 43.812 32,665 A25.4,

相談1会等
回■数(回) 1,531 1,339 A12.5%

1人数(人) 20.326 23.133 13.8%

イベン|卜等 回■数(回) 21 16 A23.8明

その他
回 2,076 859 A58.6γ

延人数 人) 24.187 17.852 A26.2%

合計
回■数(回) 6,336 3,857 ▲39.lγ

延人数(人) 88,325 73.690 ▲ 16.6%

地壊1介護予1防浩勁1更機
事業

回■‐数(回‐) 3,661 4,016 9.7%

1人数(人) 11.021 11564 4.9引

介護予防普及啓発事業:介護予防普及啓発のためのパンフレットの作成・配布、講演会の開催等の実施

地域介護予防活動支援事業:介護予防に関するボランティア等の人材育成研修や地域活動組織の育成・

支援の実施

③ 介 護予防サービスにおける介護予防支援の実施状況

介護予防サービスは、介護保険の要支援 1、2の 軽度の認定者に対 して、状態の維持 。

改善を目的としたサービスであり、この介護予防サービスのプランの作成や管理を行う

介護予防支援は、地域支援事業の介護予防ケアマネジメン ト業務に位置づけられていま

ケ。

介護予防支援は、特定高齢者が対象の介護予防事業 のケアマジメン ト業務 と総合的、

かつ連続的で一貫性を持った体制を実現するため、原則として地域包括支援センターで
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

行われています。

介護予防支援の実施人数は平成 20年では7,366人となっており、前年に比べて 12.5%

の増 となってお り、居宅介護支援事業所への委託の人数は 2,527人で前年に比べて
3.5%の減となっています。

更新認定済

(3)生 きがい と社会参加の現状

高齢者が、これまでに培ってきた知識や経験を活かして社会における自らの役割を見い

だし、生きがいを持って積極的に社会参加できる環境づくりに取 り組んでいます。

① 老 人クラブ活動等の現状

平成 17年度以降、老人クラブ数はあまり変動 していませんが、会員数及び 60歳以上

人口に占める会員数の割合は減少傾向にあります。

■老人クラブ・会員数の状況

区1分 H17年1度 H18年 1度 H19年 度 対Hiフ

増減率

老人クラブ数 1,400 1,41C 1,408 0.6ワ

会員数 (人) 121,279 120,062 119,111 Al.8%

60歳以上人口に占める
会員数の割合(%)

379% 373% 36.0%

※各年度末時点

② 生 涯学習機会の提供状況

い しかわ長寿大学や石川県民大学校などを通 じて、高齢者の生涯学習の機会を提供 し

ています。い しかわ長寿大学の平成 20年度までの卒業生は 970人 となっています。

■介護予防支援の実施状況 (各年4月末)

区■分 ‐H18年 H19年 11,flll"高蔽革言感華
要支1援認定者(人>■ |‐■■|‐|` 737 9,434 10,561 11.9%

介‐護1予防支1援の実施人1数(人"` 510 6,548 7,366 12.5%

1実施額1合■■■|||■b/1 69.2% 69.0% 69.7%

うち委1託実施人数(人》■■■■6 361 2,619 2,527 A3.5%

隣施割合■|■|||■|■lc/6 70.8% 40.0% 34.3%

:平成 1 l 1・2

旧要支援者:平成18年3月末までの要支援者(旧要支援者)についても、平成19年3月までに

- 27 -



第3部 高齢者関連施策の実施状況

■いしかわ長寿大学の実施状況 (単位 :人)

1区1分 ～|"'フ年1度 Hll年 度 H19年 度 ■20年度 合計

卒1業生 841 28 85 16 970

年1度末|の1在校1生 113 101 78 82

※入学は10月、卒業は9月、在校期間は2年間

③ ボランティア ・NPO活 動の現状

ボランティア ・NPO活 動への参加促進を図るため、ボランティア情報の提供やボラ

ンティア保険に対する助成、研修会などを実施 しています。

また、老人クラブ活動による児童の通学路の防犯パ トロールや清掃などのボランティ

ア活動を実施 しています。

④ 高 齢者雇用の現状

高齢者の豊富な経験 ,知識 ・技能を活かすため、シルバー人材センターにおいて就業

を斡旋するとともに、会員の技能を高めるための各種講習会を実施 しています。

平成 19年度は、センターの設置箇所数が 18箇所、会員数が 10,253人、就業実人数

は、8,358人となっています。

また、高齢者自らによる事業型NPOの 起業を支援 しています。

■シルバー人材センター事業の実施状況

区分 11'年度 H18年度 ■19年度
IH20年度
|(11月1末〉

センタ■1設1置数く簡所"■ら 18 18 18 18

`
バ 員■■1数●(人)●■b 10,730 10,472 10,253 10,196

就1業1実|‐1人1数|.(人》|■| 8,511 8,510 8,358

契■約■件■数
.(件

).■d 38,880 41,404 40,504

・就 業 一率 0/b 79.3% 813% 81.5%

※
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

2 サ ー ビスの利用状況 と基盤整備の現状

(1)介 護保険サー ビスの利用者数の状況

平成 20年 4月 末時点で、介護保険サービスの利用者は 38,307人となっており、認定者数
の増加に伴い毎年増加 しています。要介護認定者に占めるサービス利用者数の割合は、平成
20年で 84.6%となっており、この割合についても少しずつ高くなっています。

サービス種別では、在宅サービスが 25,Hl人 で構成割合は 65.5%、地域密着型サービス

は 2,823人で 7.4%、施設サービスは 10,373人で 27.1%となっています。

■介護保険サービス利用者数 (単位 :人)

区 分 11,年度 H18年 度 H19年度| 120年度 ■|1対Hl'
■1増1減1率

要介設認定者‐ ■ || 40,878 42,384 43,687 45,289 10.3γ

サ■ビス利1用1者数■|も 33,555 35,533 36,613 38,307 14.2%

在:宅サ■ビス|‐|■ヽ 23,469 22,792 23.674 25,111 7.0%

(構成謝合)|10/b 69.9% 64.1% 64.7% 65.5%

地域密着型サ■ビス|‐10 2,224 2.506 2,823

(構成鶴合〉|■d/b 6.3% 6.8% 7.4%

施設サ■ビス ■10 10,086 10,517 10,433 10,373 2.891

(構成割1合)| ■1/b 30.1% 29.6% 28.5% 27.1%

利1用1率‐ ■6/a 82.1% 82.9% 83.8% 84.6%

※「介護保険事業状況報告(各年4月 末時点)」より

■介護保険サービス利用者数の状況

サ
ー

ビ

ス
利

用
者

（
人

）

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

100%

80%

60%

40%

20%

0%

利

用

率

H17年 度 H18年 度 H19年 度 H20年 度

:  l在 宅サービス 躍璽目地域密着型サービス ー 施設サービス  ー 利 論¬
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

(2)介 護保険サー ビスの利用実績

①居宅サービス等

居宅サービス等の利用実績は、殆どのサービスで年々増加 しており、特に特定施設入居者

生活介護や訪間 リハビリテーションが大きく伸びています。

平成 20年 度における、計画値と実績値を比較すると、通所介護や訪間 リハビリテーショ

ンなどが、実績値が計画値を大きく上回る状況となっています。

■居宅サービス等の利用実績

区■|1分 H13年度 H19年1度
H20年 1目[■||||||||||

驚可1盤|
訪問介護|■■■|■●(回'年) 833,220 808,963 834,988 0.2%

訪問入沿介1護||■■‐||(|口′年, 34,705 33,597 33,489 A3.5%

訪F・l看護|■●1■■■く口,年) 124,090 127,984 135,075 8.9%

読問リバビリテ■シヨン|(■′年) 15,795 19,211 22,092 39.9リ

磨宅療養管1理指導■|.(人́年, 24,223 26,065 29,534 21.9γ

通所介護■‐■■■■■■|(口/年) 969.594 993,745 1,063,729 9.7,

晟所り|′ヽビリテ■シヨン|(回/年) 389,537 378,482 400,575 2.8%

短期入所生活介護■|て●/年) 274,195 312,817 326,472 19.1%

短期入所療養介護■ `|'年' 50,755 52.509 53,375 5.2%

博定施設入居者生活介護‐.(入/年) 5,731 7,390 8,464 47.7馴

福祉用1具貸1与■■|● (人′年, 84,809 79,761 85,369 0.7,

特定福祉用具販売● (人/年) 2,358 2.298 2,293 A2.8明

住宅1改修‐■・..  (人 /年) 1,732 1,677 1,643 ▲5.1%

居宅介1護支1援|‐. (1人 /年) 207,794 193,976 197.608 A4.9%

IH20年1更
1計画値|
■■■nll■■

達成率

IA/BI

737,602 1132跳

46,319 723馴

139,813 96.6例

15,294 1444)

21,156 139.691

704,013 :51.191

377,256 1062明

247,491 131.9,

65,115 82.0明

i4,064 60.2跳

80,773 105_7〕

2,583 88.391

1,876 8769

171,070 1155'

※H20計 画値は長寿社会プラン2006の記載数、実績値は市町報告数値の積み上げ

②地域密着型サービス

平成 18年 度に新 しく創設された地域密着型サービスは、ほとんどのサービスにおいて毎

年実績が伸びていますが、計画値 と比較すると、認知症対応型共同生活介護を除いては実績

が下回る状況となっています。

夜間対応型訪問介護は事業者の参入が無 く、実績がありませんで した。また、小規模多機

能型居宅介護については、事業の経営収支懸念から事業者の参入が進みませんで したが、平

成 20年度には 20箇所が開設され、これに伴い利用実績 も大幅に増加 しています。地域密着

型特定施設入居者生活介護についても事業者の参入が進まず、実績が計画を大幅に下回って

います。
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

■地域密着型サービスの利用実績

区■1分 ■13年度 110年1度
HZυ牛 霧EI‐.|  ■ |||

`号11`|1躍懲雲|
夜問1対1応型訪問介1護 (人′年) 0 0 0

認知症対応型通所1介護 (回/年) 24,739 41,069 49,844 101.5'

嗜ヽ規模多機能型居1宅介護|(人/年) 87 805 2,805 3124.1

露知症対応型共‐同生活介護|(人/年) 24,937 25,890 27,059 8.59

囃奏着軒 た饉ユ驀普肇綺 崚・(1人/年) 0 0 286

瞬 密着型介糠考人福社施設 (1人/年) 299 914 1,452 385.69

※H20計 画値は長寿社会プラン2006の記載数、実績値は市町報告数値の積み上げ

③施設サービス

介護老人福祉施設及び介護老人保健施設の利用実績は、毎年伸びており、平成 20年 度に

おいて、計画値に概ね近い状況となっています。

介護療養型医療施設は、医療療養病床への転換などにより毎年利用人数は減少 していま

す。

3施設の合計では、伸び率が 98.9%、達成率は 94.0%と なっています。 |

■施設サービスの利用実績

区
・

分 118年1度 H10年度
け却 牛 反 ‐ ■ ■‐|‐ |

'ヤf朧 |‐
介護1老1人福1祉施設

.(人
/年) 63,741 64,731 65,826 3.39

針護老
1人

保健施設.(人 ′年' 42,010 42,330 42,798 19勁

針護療養型1医療施1設(人ノ年) 22,306 19,165 18,034 ▲ 19.29

合   計 128,057 126,226 126,658 ▲ 1.1,

H20手「度

1計1画値|
| ■R‐ |

1達成1率

IAノR

68,544 96.0勁

42,996 99.5勁

23,256 775勁

134,796 940,

※H20計 画値は長寿社会プラン2006の記載数、実績値は市町報告数値の積み上げ

④介護予防サービス

介護予防サービスの利用実績は、全てのサービスで増加 しており、特に介護予防訪間 リハ

ビリテーションや介護予防短期入所生活介護、介護予防訪問看護などが 100%を超える伸び

率となっています。

しかしながら、平成 20年 度における計画値 と比較すると、ほとんどのサービスにおいて

実績が下回る状況となっています。

HZOI書Fl菫
1計画値|
||‐|‐IR■|‐

達1成率

|‐IA/RI

545 0.0"

53,903 92.5%

10,746 26.191

26,028 104.0%

1,044 27.4%

1,644 88.391
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

■介護予防サービスの利用実績

1区■・分 “18年度 HiO年 1度
“`υ■IFRI■‐1■■■■■.:

`「警11LI型犠理|
介護予1防訪1間1介護‐■|(1人′年, 19,829 27,932 30,787 55.3%

介護予1防訪1問入浴介護
.(口/年) 232 412 357 53.9男

介護予1防訪問1看護 ■||(|口′年, 5,272 8,782 10,951 107.7引

,護テ訪読ロリ̂ビリテ■シヨン (日1/年) 1,225 3,147 3.379 175.8%

介護予防居宅療養管理指導|(1人/年) 1,023 1,633 1,924 88.1,

介護1予1防通所介護| て1人′年) 29.648 44,166 49,691 67.6γ

"観予防遷所り′ヽビツテ■シヨン|(人/年) 9,808 15,229 16,702 70.3%

介競予防短期入所生活介護●(日′年) 3,619 7,511 8,632 138.5リ

燿護予防短期入所療養介護●(日/年) 701 1,141 1.478 110.8%

― 劇襲"・ 暑=藩薇 ‐●(人/年) 770 1,399 1,372 78.2男

介護予1防福祉用1具1貸与 |(人/年) 6,341 9,219 12,214 92.6引

綺熊1介議■銹福祉用奥巌売●(1人′年) 575 976 1.120 94.8%

臨宅改修■‐■
‐ |く ,人′年) 565 984 1,076 90.4,

肝護1予1防支1援‐  ‐ ●(人′年) 57,180 82,087 91,105 59.3%

※H20計 画値は長寿社会プラン2006の記載数、実績値は市町報告数値の積み上げ

⑤地域密着型介護予防サービス

地域密着型介護予防サービスの利用実績は、全てのサービスで増加 していますが、平成 20

年度における計画値と比較すると、ほとんどのサービスにおいて実績が下回る状況となって

います。

■地域密着型介護予防サービスの利用実績

区  分 H18年度 H19年 度

HZU牛 反

電
の
1鼻皇

摯護予防認知症対応型通所介護 (回/年 ) 222 460 630 1838勁

肝護予防小規模多機能型居宅介護 (人 /1三) 10 96 275 2650_09

|rr7Bilsfifl64nFrlgEflr (L/+) 176 224 284 614リ

※H20計 画値は長寿社会プラン2006の記載数、実績値は市町報告数値の積み上げ

H20■二I更
計画値

R

達成率

A/R

1,231 51.2%

1,036 26.5%

2,256 12.6%

H却 1牛反
‐計1画値|
| |■‐R■ | |

達成率

■A/R■

49,765 61.99

978 36.5,

22.238 49.2リ

2,146 157.5'

4,093 47.0,

71,661 69.3)

25,988 64.3,

23,330 37.0,

6,637 22.3馴

3,372 40.7,

25,418 48.1跳

1,262 88.7助

1,453 74.19

126.136 72.2跳
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

(3)介 護給付費の状況

平成 20年度の介護給付費の見込みは、68,676百万円となっており、内訳は在宅サービス

が 28,016百万円で全体の 40.8%、地域密着サービスが 8,173百万円で H.9%、 施設サービ

スが 32,487百万円で 47.3%と なっています。

■介護給付費の推移

チ■ビ:ス1区紛 H12年 度 ■13年度 IH14年度 H16年1度■16年1度Ⅲ"1年度 ■18年度 ■19年度
■20年度
(見1込み)

在1宅サ■ビス‐ 12,401 17.576 20,503 24,129 27,315 29,788 24.084 26,081 28,01C

1構■成■率 31.0% 36.0% 38.0% 41.4% 43.1% 45.3駆 38.0% 39.8喫 40.39

対1前1年1世 141.7% i16.7% 117.7, 113.291 109.11 80.9% 108.3% 1074跳

懸 1密朴 ビス

1構■成■率 10.3% 10.9% :1.9引

対1前1年1比 110.6% 113.9'

施設サ■ビス 27,601 31,246 33,452 34,119 36,083 35,969 32,760 32,296 32,487

1構■成■碑 69.0% 64.0% 62.0% 58.6跳 56.9% 54.7察 51.7% 49.3% 47.3'

1対1前1年1彙 113.291 :07.1% 102.0% 105.8% 99.7男 91.1% 98.6% 100.6'

合計 40,002 48.822 53,955 58,248 63,398 65,757 63,333 65,551 68,676

対,前1年1畳 122.0% 110.5% 108.0男 108_891 103.7γ 96.3% !03.5% 104.8γ

1県1負担1金 5,000 6.103 6,744 7,281 7,925 8,22C 10,199 10,490 10,857

12-17 。H18～

※県負担割合は12.5%(ただしH18か ら施設サービスは17.5%)

【介護老人保健

施設】
16%
|

「
【介護老人福祉

施設】
22%

(単位 :百万円)

【通所サービス】
21 %

【短期入所サービス】
5%

【福祉用具・

住宅改修】
2%

【特定施設入居者
1    生 活介護】

2%

【居宅支援・

介護予防支援】
4%

「―
―
―
―
―

| _  _ _ _ _ _ _ _ _ ― ― ―― ― ― ― ―          ― ―  ― 一
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

(4)サ ー ビスの基盤整備の状況

①居宅サービス

居宅サービスの基盤整備は、平成 17年度末から平成 20年度末にかけて、訪問看護ステ
ーションが 6箇 所、デイサービスセンターが 67箇 所、ショー トステイ専用床が 112床増
加 しています。

■居宅サービスの基盤整備の状況

サ■ビス1名 1区分 H,7年 1度 H13年度‐■19年度
IH20年1度|

(見込み)

|‐1差=「■|
(H20‐■IH17)

訪1問1看護ステ■シヨン 箇所 47 50 52
Ｆ
υ 6

臨 魔基′す 箇1所 195 230 248 262 67

デイケアセンタ■ 箇1所
‐ ，

′ 79 79 79 0

シヨ■|トステイ専用床 床数
‐

991 1,011 1,072 l,103
ａ
ι

※各年度末時点の数

②地域密着型サービス

地域密着型サービスの基盤整備は、平成 17年度末から平成 20年度末にかけて、小規模

多機能型居宅介護が 20箇 所、認知症高齢者グループホームが 220床、地域密着型特定施

設が 29床、地域密着型特別養護老人ホームが 123床増加 しています。

③介護保険施設

介護保険施設の基盤整備は、平成 17年度末から平成 20年度末にかけて、介護老人福祉

施設は 445床、介護老人保健施設は 51床増加 していますが、介護療養型医療施設は 480

床減少しています。3施設の合計では、16床の増加となっています。

■地域密着型サービスの基盤整備の状況

サ■ビス
ー
名 区分 H17年度 H18年 度 ‖19年度

●20年1度

(見込み)
1差;「■.|

(H20‐|■
‐H‐17)

小規模1多機能型居‐宅介1護 箇所 2 9
り
ι 20

認知‐症高齢者グループホーム 床数 2,121 2,166 2,196 2,341 220

地域密着型特定施設 床数 0 0 29 29

地域密着型特別養護老人ホーム 床数 50 123 12〔 123

※各年度末時点の数
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

■介護保険施設の基盤整備の状況

|サ■ビスー名 区分 ■17年1度 H18年度 Hl,年度
‐|120年度|
(見込み)

■差=「|■
(H20■IH17)

特1別養護者人ホ■|ム
(地域1密着1型を含|む)

床1数 5,394 5,469 5,609 5,839 445

介護老1人1保健施設 床数 3,621 3,621 3,634 3,672 51

介護療養型1医療施設 床1数 1,944 1,787 1,545 1,464 ▲ 480

(3施設1計) 床1数 10,959 10,877 10,788 10,975 16

※各年度末時点の数

④福祉サービス

福祉サービスの基盤整備は、平成 17年度末から平成 20年度末にかけて、軽費老人ホ

ム (旧名称 :ケアハウス(*))が 240床増加しています。養護老人ホーム、軽費老人ホ

ムA型、高齢者生活福祉センター (生活支援ハウス)は 増減がありませんでした。

*「 軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準 (平成 20年 6月 1日 厚生労働省令第 107号)」 により、

来の軽費老人ホーム A型 、軽費老人ホーム B型 、及びケアハウスは 「軽費老人ホーム」に一元化された。

お、現存する軽費老人ホーム A型 ・B型 は、当該施設の建て替えまでの間、経過的軽費老人ホームとして

来の基準が適用されることとなっている。

一　

一

従

な

従

■福祉サービスの基盤整備

サニビス名 H17年 度 H18年 1度 H19年度
‐
H20年 度

1差3「
(■20■
IH17).

養護老人ホーム 床1数 700 700 700 700
ｎ
ｕ

軽費1老人ホームA型 床数 170 170 170 170
ハ
ｕ

軽
費
老
人
ホ
ー

ム

（
旧
ケ
ア

ハ
ウ

ス

）

介護専用型 床数
ハ
υ 0 110

ｎ
ｕ

介護専用型以外 床数 983 983 1,055 1,055 72

小規模(定員29人 以下) 床数 0 29 58 58

計 床数 983 983 1,194 1,223 240

高齢者生活福祉センタニ

(生活支援ハウス) 床数 138 138 138 138 0

※各年度末時点の数
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

3 サ ー ビスを支える人材の確保 ・資質向上の状況

(1)介 護サー ビスの従事者数 の状況

介護サービスの従事者は、平成 19年 10月 1日時点で

ます。そのうち介護職員の数は 8,553人 (常勤換算)で 、

となっています。

■介護サービスの従事者数(常勤換算数)

※介護サービス施設 ‐事業所調査より。

※各年10月1日時点の数。ただし、平成19年は暫定値。

13,857人 (常勤換算)と なってい

従事者全体に占める割合は約 62%

(単位 :人)

職種 ■1'年度 1131年1度 ■19年度

鷹設長 42 50 49

医師 172 221 139

歯科1医師 1 0 1

菜剤師 45 55 33

生活准談員 419 456 511

|うち社会福祉士 98 110 136

朦健師 7 3 3

書護師 932 1,053 868

准看護師 942 940 852

介護職員 7,801 8,478 8,553

うち訪|日介議員 1,017 970

うち介護福祉士 278 340 383

うち̂ ル バ■「級 161 115 91

うち̂ルバ■2級| 646 510 442

|うち̂ルバ手1頼 2 1 0

うち訪F・l介議員以外| 6,684 7,461 7,583

|うち介譲福祉士■ 2,471 2,816 3,145

198 212 207

うち管理1栄養1士 130 143 138

歯科衛生士 0 8

機能ヨl練指導員‐ 354 417 407

うち1理学療法1士 88 105 92

うち作業療法士 125 134 122

うち言語聴覚士 14 21 13

うち柔道整復師 9 :4

うちあんまマッサージ師 5

介護支援専門員 818 885 904

調理員 361 363 341

専門相談員 184 188 168

その他職員 732 844 813

合計 13,008 14,172 13,857
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

(2)各 種資格の取得者数 の状況

資格取得者の状況は、平成 19年度においては、

772人、社会福祉士が 128人、ホームヘルパーは

人となっています。

介護支援専門員が 278人、介護福祉士が

1,763人、看護師が 544人、准看護師が 71

■資格取得者の状況

※介護福祉士、社会福祉士、看護師、准看護師は資格試験合格者を記載

※ホームヘルパーは訪問介護員養成研修修了者を記載

(3)資 質 向上 のための研修 の実施状況

介護サービスの質の向上のためには、サービス提供に携わる介護職員等の資質向上が不可

欠であり、様々な研修を実施 して介護職員等の資質向上を図っています。

区 ‐|‐1分 Hl‐7年1度 ■13年度| Hl‐9年度

介護1支援専門1員 315 262 278

介護福祉士 774 747 772

社‐会福祉士 108 103 128

ホ‐ム^|ル′ヽ■ 1,361 1,654 1,763

「|“雨 |■. 166 158 95

|~^|||ヽ1馨 1,195 1,496 1,668

看護師 598 602 544

准看護師 65 71

※介護支援専門員は介護支援専門員実務研修修了者を記 成
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

■各種研修の状況 位 :人

種 類
対象者

受講者数

■1'年度 H18年 度 H10年度 隠
ユ■ツトケア研修

ヒを図る。
ユニットケアを行う職員

30 33 48ユニットケアに対する理解を深め、質の向_

地域包括支援センタ■職員研修
地域包括支援センターの職員
(初任者及び現任者)

３

５

４

４

初
現

７

４

３

４

初
現

５

０

３

４

初
現

地域包括支援センターに従事する各専門η
及び技能の向上を図り、地域包括支援セ〕

ナる。

E員に必要な知識の習得
'ターの適切な運営を確保

介護支1援専門1員1奥務研修
髪専門員を養成するた
こ議及び技術の習得を図

介護支援専門員実務研修受話
試験合格者 315 262 278 279

介饉保険制度の中心的役割を担う介護支1
め、実務に従事するために必要な専門的タ
る。

介護支援専門1員1更新研修●

こ必要な最新の知識及

資格取得後、実務研修未経験
の者で、資格の有効期間の更
新を希望する者 221

介護支援専門員として実務に従事するたJ
び技術の習得を回る。

介護支援専門1員奏務従事者基礎研修

ントを実施出来るよう、継
介護支援専門員の実務につい
て1年未満の者 147 108 73

介護支援専門員として適切にケアマネジメ

院的に必要な知識及び技術の習得を図る(

,餞 支援専門|■率局研修(尊目晉修過選■|■)
現任の介饉支援専門員
I:1年以上
I:3年以上

６

５

９

９

２

２

Ｉ

Ⅱ

６

６

０

６

４

４

ｌ

Ⅱ

８

０

２

４

ｌ

Ⅱ現任の介護支援専門員の質の向上を図る
資格を更新できる。

この研修を修了すると

=任介護支援専南員研修
主任介護支援専門員として従
事する者

53 59 61
L任介護支援専門員を養成し、介饉支援コ
ヒ継続的・包括的ケアマネジメントを推進す

「門員の支援体制の確立
る。

分議相議員養成研修|

F安の解消のための相談
、資質の向上を図る。

介護相談員として従事する者
10 10

摯護保険サービス利用者の不満や疑間、:

虜口である介腋相談員を養成するとともに

馨知症対応型サ■ビス初任者研修
グループホームの経験2年末
満の介護従業者 225 198 153 123

慇知症高齢者グループホームや認知症高
贅技術の習得を図る。

齢者に関する知識及び介

ほ知症対応型サ■ビス開設者研修
グループホーム・J 規ヽ模多機
能型居宅介護事業所の代表者

54 25 20
認知症介護に関する基本的な知識及び認
つ運営に必要な知識の習得を図る。

知症対応型サービス事業

露知症対応梨サ■ビース管理者研修 グループホーム・J 規ヽ模多機
能型居宅介護事業所・認知症
対応型デイサービスセンターの
管理者

158 106 80 80
地域密着型サービス事業所を運営してい

雪得を図る。

上で必要な知識・技術の

認知症介護実践・実践者研修 認知症介護に携わつている介
護議員等であつて介護現場経
験が2年以上の者 220 184 165 164

認知症高齢者の自立した生活を支援してし
産介護の知識と技術を習得し、介護現場て
ることを目的とする

くヽために求められる認知
i実践できる力を身につけ

零知症介護実践・実践リーダー研修|
蘭齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、施設・事

業所において、ケアチームを効果的・効率的に機能させる能力を有
た́指導者を善成する。

実践者研修を修 了し1年以上経過L

ており、認知症介護に携わつている

介騒職員等であつて認知症介護の

隆験年数が5年以上の者
21 15

卜規模多機能型サービス等計画作成担当者研修

小規模多機能型居宅介護事業
所の計画作成担当者 19 22

J 規ヽ模多機能型居宅介護における計画作
る。。

成の知識・技術を習得す

介護福祉士研修
介護福祉士有資格者

706 685 871
H213:美 施

介護福祉士の資質の向上を図る。



第3部 高齢者関連施策の実施状況

4 高 齢者 にとって安全で安心な生活環境 の整備 の実施状況

(1)高 齢者 にとって住み良い環境 の整備の実施状況

高齢者や障害のある人を含む全ての人が等 しく社会に参加 し、自立 した生活を営むこと

ができるようにするために、誰もが安心かつ快適に利用できるようなバ リアフリー社会の

実現に向けた取組みを推進 しています。

①バリアフリー社会の実現に向けた取組みの状況

石川県バ リアフリー社会の推進に関する条例に基づき、バリアフリー社会の推進に関す

る県、市町、事業者及び県民の役割、施策、不特定多数の人が利用する施設のバリアフリ
ー整備など、バリアフリー社会の実現に向けた各種の施策を推進 しています。

また、バ リアフリー社会づくりに対する理解を含め、県民意識の高揚を図るため、バ リ

アフリー社会推進表彰などの普及啓発事業を実施 しています。

②公共的建築物等のバ リアフリー化の推進の状況

バリアフリー推進ア ドバイザーの派遣や高齢者向け賃貸住宅の供給促進、鉄道駅、バス

停のバリアフリー整備などの高齢者等の移動を考慮 した面的整備を推進 しています。

③高齢者の住環境の整備状況

高齢者が住み慣れた地域において生活を続けていくことができるよう住環境のバ リア

フリー化を推進 しています。

ア 公 営住宅のバ リアフリー化の状況

県営住宅では、平成 4年度からの建替工事等により1,353戸、平成 8年度から平成

19年度までの高齢者向け改善事業により880戸、計 2,233戸のバリアフリー化住戸を

整備 しています。

■県営住宅のパリアフリー化の実施状況

実施年度 整備戸1数 管1理戸‐数 バリアフリ‐化率

建
‐
替工事

‐
等 H4～20年度 1,353

改善事
‐
業 H8～ 19年度 880

合 計 2,233 5,297 42.2%

イ 自 立支援型住宅 リフォーム資金助成の実施状況

要介護認定者のいる世帯の既存住宅をバ リアフリー対応に改修する場合に助成 し

ています。平成 19年 度の利用見込みでは 104件 、うち高齢者住宅 リフォームは 96

件 となっています。

■自立支援型住宅リフォーム資金助成制度の利用状況

区  分 H8～17年度 H18年度 H19年度
H20‐年度

(見込み )
合 計

利用1件1数 4,436 239 104 60 4.839

「うち嵩齢著 3.598 224 94 55 3,971
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

(2)認 知症高齢者 に対す る支援の状況

認知症高齢者が尊厳を持って住み慣れた地域で安全で安心 した暮らしができるよう認知

症に関する知識の普及啓発、地域支援ネットワークづくり、相談事業などの環境整備を推

進 しています。

①認知症に関する普及啓発とまちづくりの取組状況

地域住民が職域、学校などで認知症を理解 し、認知症の人や家族を暖かく見守 り、支援

する認知症サポーターを養成 し、認知症に関する知識の普及啓発を図るとともに、保健福

祉、地域住民、生活関連産業、企業、教育の関係者等による 「認知症高齢者地域支援ネッ

トワーク推進委員会」を開催 し、認知症高齢者が安全で安心 した暮らしができるまちづく

りを推進 しています。

②認知症高齢者に対する相談の状況

県立高松病院の老人性認知症センターにおいて認知症に関する相談事業を実施 してい

るほか、県保健福祉センターで専門員による認知症相談を行っています。

老人性認知症センターの相談件数を見ると、年々増加 しており、特に受診に関する相談

が大幅に増加 しています。

■老人性認知症センターの相談状況 :件)

相談受‐付|の内1容 H17年 度 轟18年度 口'0年度 1対H17

1増減率

専1門:医の相談 457 415 468 2.496

受1診(診断1治療) 338 373 454 34.3%

救急対応 16 10 20 25.0%

合■|‐計 811 798 942 i6.2%

③認知早期発見 。早期対応に向けた取組状況

かかりつけ医が適切な認知症診断の知識 ・技術と専門医との連携、家族、本人への相談

対応技術を習得するための 「かかりつけ医認知症対応力向上研修」を実施 しています。

④認知症ケアの取組状況

認知症高齢者グループホームや認知症対応型デイサービスセンターなどの介護サービ

ス基盤の整備を推進するとともに、認知症介護に携わるサービス事業所の管理者や介護職

員を対象とした研修を実施 しています。

⑤認知症高齢者等に対する日常生活の支援状況

成年後見制度の利用を促進するとともに、福祉サービス利用支援事業により、認知症高

齢者等に対 して、福祉サービスの利用援助や日常生活上の金銭管理等のサービスを提供 し

ています。

- 40 -



第3部 高齢者関連施策の実施状況

■福祉サービス利用支援事業の実施状況 :件)

区■‐1分 ■17年1度 ■18年度 ■1‐9年度 一”一蝉相談件1数 3,374 3.677 4,332 28.4%

「うち議知症=齢着 2,037 1,903 2,558 25.6%

契約件1数| 28 40 62 !21.4%

(3)高 齢者虐待 の防止 と養護者支援等の実施状況

高齢者虐待防止法施行後、高齢者虐待の実態が明らかになる一方、市町は関係機関の協力

を得ながら積極的に高齢者虐待防止と養護者支援 (以下 「高齢者虐待防止等」という。)に

取 り組んでいます。

高齢者虐待の状況は、平成 19年度は 152件で、前年と比べ 54件減少 しています。

■高齢者虐待の状況 (単位 :件)

①関係者の資質向上の実施状況

高齢者虐待防止法施行により、高齢者虐待防止等への取組みが本格化する中、関係者の

資質向上を図るための事例検討会や研修会などを開催 しています。

②市町に対する支援の実施状況

市町や地域包括支援センターでは解決が困難な高齢者虐待の事例については、県保健福

祉センターが弁護士等の専門家による検討会を開催するなどして、市町等への援助、助言

を行っています。

③高齢者虐待防止等に関する知識の普及啓発の実施状況

県民一人ひとりが高齢者虐待防止等の重要性に関する理解を深められるよう高齢者虐

待防止等に関する知識の普及啓発を図っています。

④養介護施設従事者等による高齢者虐待防止への取組状況

t rr)
H13年度 111年度|

言懺 窮言警養護者,|よるもの
養介護施設従事者
|||によるもの■■|

養護者によるもの|

件■数 2 206 2 152

副嘩わ

1身体:的1虐待 2 128 89

介護1世話の1放棄1放任 77 1 48

心理的虐待 94 69

1性的虐1待 1 2

経済1的1虐待 68 1 36
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°
 第 3部 高齢者関連施策の実施状況

養介護施設従事者等による高齢者虐待を防止するため、養介護施設等に対する指導の徹
底を図っています。

⑤成年後見制度や福祉サービス事業の利用推進の取組状況

成年後見制度の利用や社会福祉協議会が実施 している福祉サービス利用支援事業につ

いて普及啓発を図っています。

(4)消 費者苦情相談 と消費者教育の現状

石川県安全安心な消費生活社会づくり条例に基づき、消費者が主体的かつ合理的に行動

できるよう、消費生活、生活設計等に関する教育及び情報提供の充実などの各種の消費者

施策を推進 しています。

①消費者苦情相談件数の現状

高額な寝具や健康食品を売 りつけられるなど、高齢者の健康不安などにつけ込んだ悪

質な事例が報告されています。

平成 19年 度において、石川県消費生活支援センターに寄せ られた苦情相談件数は

7,171件、うち 70歳以上の高齢者は 603件となっています。これは、平成 17年度と比
べると289件 (32.4%)の減少となっています。

■県消費生活支援センターにおける苦情相談状況 )

1区1分 ■17年度 H“ 年度 ■19年1度 1対日'■
増減率

苦情相1談件数■|| 9,282 7,883 7,171 A22.7"

うち'0歳1以上|■| 892 886 603 ▲32.4γ

割■1合■ ■ヽ /a 9.6% 11.2% 8.4%

平成 19年度の相談内容別では、 「健康食品」が 42件 と一番多 く、 「寝具」、 「架空

請求」と続いており、平成 18年度と比べると架空請求が大幅に減少しています。

■70歳 以上の相談者の苦情相談内容 (単位 :件)

区  分 H18年 度 H19年 度
 1対 前年増減率

健康食品 32 42 3139

寝具(打ち直し含む) 54 36 A33.3,

架空請求 229 34 ▲85.2勁

役務その他(広告掲載) 40 32 A20.0勁

電話サービス 58 23 A60_3物

住宅|リフォニム 45 23 ▲ 48.9'

そ|の1他 423 413 A2.4勁

合 計 886 603 A31.9,
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

②消費者の自立支援の取組状況

ア 消 費者教室等の開催

高齢者が消費者として自立 し、悪質な消費者被害に遭わないよう、石川県消費生

活支援センター等における講座の開催、団体やグループに職員を派遣する出前講座

などを行っています。

イ 消 費者被害防止の情報提供

新聞やホームページ、メールマガジンによる迅速な情報提供を行うとともに、訪

間販売などに対する対処方法を記載 したチラシの配布等による啓発を行っていま

す。

(5)高 齢者の交通事故 と交通事故防止対策の現状

① 高齢者の免許人口と交通事故件数の現状

高齢者の免許人口は、平成 20年の 113,820人は平成 17年に比べると23.5%と増加

しており、また、高齢者の事故件数、死者数はともに減少しています。

平成 20年 中の県内における高齢者の交通事故死者数は 32人 で、全死者数 56人 の

57.1%を 占め、全国平均の 48.4%を上回っており、特に歩行中の死者数の割合が高く

なっています。

■高齢者の免許人口と交通事故件数の推移 (単位 :人)

区■ 分 H17年
|

■10年 ■10年 120年 1対日171
増1減率

免許1人|口(高齢者) 92,192 98,561 106,052 113,82C 23.59

交通事故件数 8,608 7,948 7.438 6,769 A21.4馴

うち高齢者| 1,797 1,711 1,781 1,639 A8.8,

1死者数 75 65 59 5G A25.3跳

うち高齢者| 35 39 34 32 A8.6)

うち1歩行1者 26 20 A5.6%

うち―自転車 G 2 G 0.0%

②高齢者の交通事故防止対策の実施状況

ア 高 齢者の交通安全教育の取組状況

高齢運転者対策として、高齢化に伴う身体機能の変化を体験するシルバー ドライ

ビング ・ドックや交通安全体験車を活用 した体験型の交通安全教育の実施により、

高齢者の交通安全の意識の高揚 を図 っています。 また、歩行者対策 として、

地域や家庭での交通安全意識の向上を図るため、歩行者用コンピュータ 。シミュレ
ーション等による世代間交流型の交通安全教育を実施 し、子どもから高齢者までが

相互理解を深め、家庭や地域での交通安全意識の向上を図っています。
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

イ 高 齢者に優 しい交通環境の整備の状況

高齢者に優 しい交通環境を整備するため、バ リアフリー対応型信号機の整備、道

路標識 。標示の高輝度化等の整備を進めています。
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

5 利 用者の立場 に立 ったサー ビス提供 の実施状況

介護及び福祉サービスが利用者のニーズに適応して効率的かつ効果的に提供するため、

必要な情報の提供、苦情相談体制などの整備、充実を推進 しています。

(1)サ ー ビスの円滑 な利活用の推進状況

① 情 報提供の実施状況

介護サービス事業者が、利用者に必要な情報を提供するための 「介護サービス情報

の公表」を推進するとともに、公表された情報が活用されるよう制度の普及啓発を図

っています。

② 要 介護者の家族等への支援

要介護者の家族等を対象とした介護及び予防に関する知識や技術の周知、習得のた

めの家族介護教室の開催や低所得者の介護費用の負担軽減を図るための介護用品の支

給などを推進 しています。

(2)身 近 な相談窓 国の設置 と取組状況

身近な相談窓口として、市町の地域包括支援センター、石川県国民保険団体連合会等

で相談窓口を設けているほか、認知症高齢者を抱える家族のためのシルバーこころの電

話などの専門相談体制の充実を図っています。

平成 19年 度に地域包括支援センターに寄せられた相談では、高齢者虐待に関する相

談以外は増加 しています。

■地域包括支援センターにおける相談状況 単位 :

区1分
‐ H10年 1度

守fF卜菫||||
介護保1険.=保健福祉に関|する相談 42,278 47,477 12.3%

隆利擁1護(成1年後見制度等)に関する相談 462 506 9.59

高齢者虐
‐
待に関‐する相‐談 845 844 ▲ 0_19

合  計 43.585 48,827 :2.0%

(3) サ ー ビスの苦情処理 の取組状況

介護保険制度では、介護サービス事業者 自らが利用者の苦情相談窓口や処理体制の整

備を図ることとされており、事業者に対 して迅速、適切な対応を求めているほか、県と

市町が連携 し、利用者保護の視点に立ったサービスの提供などの指導 。監督に努めてい

ます。

苦情処理の解決では、当事者同士で解決できないケースもあり、第 1次 窓 口としての

保険者である市町や、石川県国民健康保険団体連合会に専門窓口を設置 しているほか、

件位
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

県や県保健福祉センターでも苦情相談に対応 しています。

また、石川県社会福祉協議会では、福祉サービス運営適正化委員会を設け、苦情解決

や事業者への巡回指導を行っています。

■苦情相談の受付1犬況 (単位 :

区 分
H17年 度 H18年 度 H19年 度

‐

県国保連合会 市 町 県1国保連合会 市町 県国保連合会 市1町

要介護認定| 1 6 4 2 2 14

果険料 1 24 0 4 1 14

ケアプラン 1 3 3 0 0 0

十■ビス供給量 2 0 5 1 3 0

介護報酬 1 0 2 0 0 0

その他制度上の問題 3 3 1 0 5 9

行政の対応 1 2 3 1 0 5

サ■ビス提供1保険給付 20 21 9 9 14

一他・の一そ 18 6 35 0 29 4

合,II 48 65 62 19 49 60
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第3部 高齢者関連施策の実施状況

6 介 護保険事業の適正な運営のための取組状況

(1)適 切 な要介護認定のための取組状況

公平 ・公正かつ適切な要介護認定の実施体制を確保するため、要介護認定申請者の心

身状態を調査する認定調査員、要介護認定の資料となる主治医意見書を作成する主治医、

要介護認定の審査判定を行う市町の介護認定審査会委員を対象とした研修会等を実施 し

ています。また、要介護認定の平準化を図るための研修も実施 しています。

■要介護認定に関する研修等の実施状況 (単位 :人)

区■1分 ■18年度‐ ■10年度 ■20年度

認定調査員新任研修 144 139 114

認定調査員現任研修 937 889 1,331

主治医意見1魯記載説明会 113 170 192

介護認定書棄会委1具研修 409 402 521

介護認定平準化研修 85

介護認定書査会運営適轟化研修 34

※主治医意見書記載説明会:H20年 度は見込み数

※介護認定平準化研修:対象者は介護認定審査会の会長及び合議体長

※介護認定審査会運営適正化研修:対象者は事務局職員

(2)介 護給付適正化の取組状況

介護保険制度施行後、介護給付費は年々増加 しており、今後も増大が見込まれる中、

制度の持続性及び負担の公平 。公正性を高める観点から介護給付の適正化を図る取組を

進める必要があることから、市町で行う適正化の取組 (介護給付費通知や介護給付適正

化システムの活用、ケアプランチェック等)を 支援 しています。

(3)指 定介護保険事業者等の指導等の実施状況

指定介護保険事業者が適正に事業運営を行っているかを定期的にチェックすることは、

介護保険制度の質の確保を図る上でも重要であることから、県及び市町が連携 し、実地指

導等を通 じて事業者の指導の徹底を図っています。
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第 4部  計 画の目標と施策の構造方策



第4部 計画の目標と施策の推進方策

第 ブ章 計画の目標

1 介 護保険サービスの見込量と提供体制の整備 目標

(1)介護保険サービスの見込み

介護保険サービスの見込みについては、各市町が直近の利用状況や利用の伸びなどを評

価 ・分析 し、これを踏まえ推計 した利用見込量を集計 したものが基本となっています。

①居宅サービス等

居宅サービス等の見込量について H20年 度とH23年 度を比較すると、ほぼ全てのサービ

スで増加が見込まれています。特に介護予防訪問看護、介護予防居宅療養管理指導、介護

予防短期入所生活介護などが高い伸びを示 しています。

■訪問介護 (介護:回数/年 予防:人数/年)

田1域 1名
H20年度
(見込み)

●21年度 H22年 1度 ■23年1度

細一職
介
護
給
付

南加賀 143,863 149,474 149,038 149,386 3.8察

有'II中央 501,668 504,133 527,644 561,118 11.991

能豊■部 108,397 106,626 110,808 115,083 6.2"

能豊北部 81.060 84,247 85,887 88,189 8.891

県|1計 834,988 844,480 873,377 913,776 9.4'

予
防
給
付

南加1賀 5,021 5,153 5,27C 5,384 7.2跳

石'■中1央 19,906 22.870 24,751 26,006 30.6'

能登1申部| 3,027 3.254 3,386 3,501 i5.7引

能登北部| 2,833 2.846 2,924 2,988 5.5%

県■計 30,787 34.123 36,331 37,879 23.0%

■ ヨ入浴介 /年 )

圏 域 名
H20年度
(見込み)

H21年度 H22年 度 H23年 度 1  対 H20

1 増 減率

介
護
給
付

南加賀 5,076 5,389 5,245 5,156 1.6馴

石川中央 14,197 14,234 14,122 14,025 ▲ 1.291

能登中部 5,112 5,211 5,461 5,65C 10.57

能登北部 9,104 9,664 9,965 10,323 :3.49

県 計 33,489 34,498 34,793 35,154 5.Oy

予
防
給
付

南加‐賀 51 52 54 55 フ.8%

右lil中‐央 65 46 4[ 43 A338ツ

能登1中
1部

8 5 5 ▲ 37.5,

能登北部 233 248 258 265 13.791

県 1計 357 351 362 368 3.17
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

■ )

目■域■名 ■20年度|
(見1込み)

H21年度 122年1度 H23年 1度 「|1対|||
「■1増減率

介
護
給
一付

南加賀 23,17C 24,351 23,957 23,766 2.6貿

石1■中1央 79,217 83,278 88.340 95,385 20.4γ

能登中部 18,908 19,338 20,375 21,245 12.4%

能登北部 13,78C :4,568 15,005 15,533 12.79

県■計 135,075 141,535 148,177 155,929 15.4'

予
防
一給
一付

南1加賀 2,377 2,431 2,482 2.526 6.3'

石,11中1央 5,886 7,765 91576 11,338 92.6,

鮨登中部 1,870 1,764 1,840 1,914 2.4,

:能登lL部 818 794 813 825 0.9)

県■計 10,951 12,754 14,711 16,603 51.6,

訪問

■訪間リハビリテーショこ

■居宅療養管理指導

数/年ンヨン

目■域14 120年 1度|
(見込み)

H21年度 ■22年度 Ⅲ231年度 | ‐対H20‐

|‐増減率

介
一護
給
付

1南加賀 7,098 7,303 7.340 7,396 4.2明

石,|:中1央 10,209 10,408 11,207 11,945 17.09

能登中部 4,168 4,215 4,362 4,465

1能登北部 617 724 744 773 25.3馴

県1計 22,092 22,650 23,653 24,579 う
０

予
防
給
一付

南加賀 1,636 1,670 1,708 1,736 6.1%

石,■中1央 925 1,089 1,190 !,286 39.01

1能登1中1部 802 789 822 854 6.591

能登北部 16 17 18 12.5%

県1計 3.379 3.565 3,737 3,894 15.2秋

(

日 域 名
H20年度
(見込み)

H21年度 H22年度 H23年度

抑疇
介
護
給
付

南加賀 4,018 4,189 4,304 4,435 10.4%

石川中央 19,203 19,948 21,169 22,656 !8.0)

能登中部 4,022 4,048 4,179 4,303 7.0,

能登北部 2,291 2,400 2,455 2,491 ０
０

県 計 29,534 30,585 32,107 33,885 14.791

予
防
・給
付

南加賀 485 493 512 530 9391

石り:1申央 868 1,240 1,572 1,923 121.591

能登中部 388 274 286 296 A23.7%

能登‐北部 183 174 179 184 0.591

県 計 1,924 2,181 2,549 2.933 52.491
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■通所介 (介護 :回数/年 予防 :人数/年)

圏|1域●名
●21年度‐
(見1込み)

H21年 1度 H22年度 H123411鑑| ||||夕i"201

1■増減率

介
護
給
付

南加1賀 241,097 250,093 252,279 254,649 5.6'

石川‐中1央 596,141 592.965 596.206 620,827 4.1'

能登1中部 146,787 155,203 159,616 165,539 12.8'

1能登北部 79,704 86,870 88,880 90,545 13.6'

県■計 1,063,729 1,085,131 1,096,981 1,131,56C 6.4'

予
防
給
一付

1南加賀 8,39C 8,565 8,734 8,887 5.9'

石'l:中1央 28,995 33,105 36,045 38,117 31.5'

能登中部 5,675 5,746 5,981 6,182 8.9'

1能登北部 6,631 6,980 7,189 7,318 10.4'

県1計 49,691 54,396 57,949 60,504 21.8'

■通所リハビリテー'

短期入所生活介護

ハ ヒリフ
………シヨン :人数/年 )

日■域11名
IH20年度|
(見1込み)

H21年度| ■22年度 ■23年1度 ::|‐■対●201

■1増減率

介
．護
一給
付

南加1賀 93,725 97.497 98,178 99,300 5.9'

石lli申央 219,067 227,128 251,465 273.571 24.9〕

能登申部 72,776 76,703 78,638 81,246 11.6'

能登北部 15,007 14,647 14.890 15,320 2.1'

県■計 400,575 415,975 443,171 469,437 17.2'

予
防
給
一付

南1加1賀 4,586 4,673 4,766 4,842 5.6'

石'':中1央 7,082 8,710 9,920 11,001 55.3'

能登申部 4,213 4,348 4,529 4,659 10.6'

能登1ヒ部 821 786 810 831 1.2'

県1計 16,702 18,517 20,025 21,333 27.7'

■ (日数/年 )

圏 域 名
H20年度
(見込み)

H21年度 H22年 度 H23年 度 対 H20

増減率

介
護
給
付

南加賀 60,987 63,707 63,713 64,119 5.1,

石川中央 167,390 179,833 194,241 210,616 25.8馴

能登中部 58.550 59,977 60,737 61,331 4.7'

能登北部 39.545 41,524 46,973 49,955 26.3ワ

県 計 326.472 345,041 365,664 386,021 18.2'

予
防
一給
付

南加賀 1,745 1.787 1,832 1,877 7.6ツ

石り:1中央 4,178 5,319 7,299 8.797 110.6ワ

能登‐中部 1,344 1,283 1,386 1,430 6.4リ

能登北部 1,365 1,378 1,417 1,458 6.891

県 計 8,632 10,267 11,934 13,562 57.1,
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■短期入所療養介護

石∫::中1央

右,■中央

■特定施設(介護専用型)

■特定施設(混合型) (人数)

(人

1餞■域■名
H204度
(見込み) 121年1度 ●221年度 H23年 度 |,fH1201

増減率‐

介
護
一給
付

南珈1賛 C 0 0

石‐lill中1央 110 110 110 0.Oγ

能登1中1部 C 0 0

能登北部‐ C 0 0 0

県1計 110 i10 110 0.0,

日■域 ■名
H20年度
(見込み)

H21年度 H22年度 H23年 度

抑膳
介
護
給
付

南加賀 14C 144 155 15C 13.691

石川中央 387 411 440 51ξ 33.1跳

能登中1部 29 30 30 3C 3.491

能登北部 46 69 99 102 !21.7馴

県 計 602 654 724 806 33.9助

予
防
給
付

南加賀 24 24 26 26 8.391

石川中央 72 83 94 58.3%

能登中部 10 10 0.0%

能登北部 1 0 1 0 1 0 0.0%

県 計 116 127 14C 16C 37.991



第4部 計画の目標と施策の推進方策

■福祉用具貸与 (人数/年)

圏||1域■名
■20年度|
(見1込み)

H21年 度| H22年 1度| H23年 1度 |||1対H20‐

■|1増減率

一介
護
一給
一付

南加賀 17,371 18,119 18,131 18.242 5.0,

石りi:中1央 47,653 49,747 52,150 54,880 15.2,

1能登中部 12,038 12,776 13,386 14,000 16.3明

能豊北部
‐

8,307 9,074 9,328 9,613 15。7'

県■計 85,369 89,716 92,995 96,735 13.3'

予
防
給
一付

南加1賀 2,906 2,989 3,046 3,097 6.6引

石■1中央 7,463 8,582 9,086 9,307 24.7,

能豊中1部 1,022 1,516 1,571 1,620 58.5明

能登北部 823 768 792 813 Al.2引

県■計 12,214 13,855 14,495 14,837 21.5)

■特定福祉用具販売

■住宅改修

(人 年 )

目■域1名
■20年度|
(見1込み)

■21年魔 H122年度 H231年度 |||1対H,01
■1増減率

介
護
一給
付

南加賀 465 482 494 509 9.5,

:石掛中1央 1,310 1,320 1,379 l,454 11.0明

能登中部 306 368 379 384 25.5'

能登北部 212 251 254 257 21.2舅

県1計 2,293 2,421 2,506 2,604 13.6明

予
．防
一給
．付

南加賀 257 263 271 277 7.8助

石チ嗜中1央 589 659 704 732 24.3舅

能登中1部 155 158 161 163 5.2馴

能登北部 119 112 113 114 A4.2'

県 計 1,120 1,192 1,249 1,286 14.8馴

数/年 )

圏 域 名
H20年度
(見込み)

H21年度 H22年度 H23年 度 対H20

増減率

介
護
給
付

南加賀 343 358 368 378 10.2,

石川中央 935 908 905 913 ▲ 24踊

能登中部 186 193 196 199 7.0勁

能登北部 179 215 218 221 23.5助

県 計 1.643 1,674 1,687 1,711 ■
■

予
防
給
付

南加賀 252 258 267 273 8.3,

石川中央 635 685 706 701 10.4,

能登中1部 128 134 137 139 8.6'

能登北部 61 67 68 69 13.1ワ

県 計 1,076 1,144 1,178 1,182 9.9Й
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

■居宅介護支援

■介護予防支援

②地域密着型サービス

地域密着型サービスにおいては、小規模多機能型居宅介護と地域密着型介護老人福祉施設

が非常に高い伸びを示しています。

■夜間対応型 ト 人/年 )

圏 域 名
H20年度
(見込み)

H21年度 H22年 度 H23年度

| ~ 凛

介
護
給
付

南加賀 0 0 0 0

石川中央 0 0 0 0

能登中部 0 0 0 0

能登北部 0 0 0 0

県 計 0 0 0 0

圏■域■名
■20年度|
(見1込み)

H21年 度 ■22年度 H23年 1度

‐‐対Ｈ２０‐一疇
介
護
一給
一付
．

南加1賀 40,041 42,036 42,747 43,584 8.8%

石川,中1央 107.505 108,255 112,201 f17,935 9.7%

能登申部 30,465 32,249 33.399 35.051 15.1%

能登北部
‐

19,597 20,872 21,259 21,865 全
υ

県■計‐ 197,608 203,412 209,606 218,435 10.5%

人/年 )

圏■域■名
IH20年1度‐
(見込み)

H21年 1度 H22年 度 H23年 度

脚一弊
予
一防
給
一付

南加賀 17,153 17,584 17,998 18,325 6.8Ⅸ

石‖中央 52,109 58,524 62,707 65,118 25.Oγ

1能登中1部 12,211 12.603 13,089 i3,536 10.9喫

1能豊1北部 9,632 9,769 10,043 10,271 6.6%

県■計 91,105 98,480 103,837 107,250 ，
′
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

(回数/年)

圏|1域■名
121年度|
(見込み)

H21年度 H22年 1度 Ⅲ23年1度

1理
介
護
一給
一付

南加1賀| :5,954 :6,695 民
υ

質
υ

６ 16,556 3.8%

石,lI中1央 20,626 26,226 36,938 41,721 102.3朝

能登1中1部
‐

11,121 11,820 12,335 12,577 13.1%

能登菫ヒ部 2,143 2,378 2,461 2,512 17.2ツ

県■計 49,844 57,119 68,284 73,366 47.2馴

予
一防
給
一付

南加賀 254 259 262 265 4.3%

石1,I中1央 98 88
０
０ A31.0%

能登申1部| 161 174 180 203 26.1%

能登北部| 99 101 104 ハ
υ 10.1%

県「計 63C 632 634 657 4.3引

■認知症対応型通所介護

■小規模多機能型居宅介護

■認知症対応型共同生活介護

年 )

目1域 14 120年鷹
(見1込み)

H21年度 IH22年度 H23年 1度 |||1対H,01
111嗜議華

介
一護
一給
付

南加賀 1,130 2,305 2.889 3,240 186.091

右,11申央 555 1,093 2,804 4,198 656.4瞑

能登申部 525 1,096 1,362 1,554 196.0%

能登北部 592 908 915 1,205 103.5,

県■計 2,805 5,402 7,970 10,197 263.5,

予
防
給
一付

南加賛 151 32C 396 456 202.09

石1:1中1央 51 157 392 564 1005.9,

能登中部 45 66 343.8,

能登北部 57 57 57 81 42.1,

県■計 275 579 911 1,172 326.2,

)

圏 域 名 疇̈ H21年 度 H22年 度 H23年度

凛
介
護
給
付

南加賀 392 398 438 478 21.9欧

石川中央 1,175 |,260 1,35C 1,415 20.4Й

能登中部 402 412 411 422 5.0,

能登北部 285 284 298 303 6.3欧

県 計 2,254 2,354 2,497 2.618 16.1)

予
防
給
付

南加 賀 1 1 1 1 0.091

石l‖中央 13 13 13 13 0.0%

能登中部 2 1 1 1 A50.0%

能登北部 8 8 8 8 0.0%

県 計 24 23 23 23 A4.291
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

■地域密着型特定施設

■地域密着型介護老人福祉施設

③施設サービス

施設サービスについてはt療 養病床の転換による影響で、介護療養型医療施設の見込量が

大幅に減少 し、転換先の介護老人保健施設の見込量が伸びています。

■介護老人福祉施設 人数 )

圏 域 名
H20年度
(見込み)

H21年度 H22年度 H23年 度 対H20

増減率

介
護
給
付

南加賀 1,107 1,092 1,213 1,184 7_Oγ

石川中央 2,859 2,859 2.859 2,859 00%

能登中部 975 975 9ノ5 1,005 31%

能登北部 775 775 775 775 00%

県 計 5,716 5,701 5,822 5,823 19%

(

日|‐1域1名
■20年度
(見込み)

H21年度 H22年度 自23年度 一抑一時
一介
護
一給
一付

南加1賀 0 0 0 0

石りl:中央‐ 0 0 0 0

1能登1中1部 0 0 0 0

能登北部 29 29 29 29 0.0%

県■計 29 29 29 29 0.0%

(

□|1域■名
●20年度
(見込み)

H21年 度 H22年度 IH213年度

抑一一疇
介
一護
給
一付

南加賀 73 88 146 100.0%

石'■中1央 25 110 157 244 876.0%

能登中1部 25 25 25 25 0.091

能登北部 0 0 0 0

県■計 123 223 299 415 237.4γ
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

人

圏■域■名
H20年1度|
(見込み)

H21年 1度 ●22年度 ■23年度
‐

一加一時
介
護
給
一付

南加1賀 966 978 1,004 1,184 22.6'

石11:中1央 1,846 1,873 2,095 2,296 24.4,

能登1申1部 600 619 619 829 38.2,

能登1し部 260 260 301 390 50.0,

県1計 3,672 3,730 4,019 4,699 28.0,

■介護老人保健施設

■介護療養型医療施設 (人

目|1域■名
IH20年1度

(見込み)
H21年1度 IH22年度

‐
H23年度| 一ｍ一一一時

・介
一護
給
一付

南加賀 235 235 234 139 A40.99

有す:l申1央 716 573 418 206 A71.2%

1能登中1部 265 255 241 21 ▲92.19

1籠葺1ヒ部 248 248 197 50 A79.8%

県■計 1,464 1,311 !,090 416 A71.6秋



第4部 計画の目標と施策の推進方策

(2)介護保険サービスの提供体制の整備目標

介護保険サービスの提供体制の整備目標は、サービス見込量を踏まえ、適当なサービス

供給量を確保できるよう設定 しました。

なお、療養病床の転換に係る部分は、平成 20年 3月 に策定 した 「地域ケア体制整備構

想」にある療養病床転換推進計画に基づき目標を設定 しました。

■特別養護老人ホーム 単位 :

目1域■名
‐H20■1属|

(見込み)
●■AII.

■21年度| 122年度 ■23年度

|■IB■ ■|

1差=|

IB■A

南加賀 1,180 1,180 1,330 1,330 150

卜うち地域密着型 73 88 117 146 73

石,1「中1央 2,884 2,969 3,016 3,103 219

「うち地域菫着型 25 110 157 244 219

能登1中部 1,000 1,000 1,000 1,030 30

卜うち1地域密着型| 25 25 25 25 0

1能登ヨじ部 775 775 775 775 0

[うち地最密着型 0 0 0 0 0

県■計 5,839 5,924 6,121 6,238 399

卜うち珪義壼着型 123 223 299 415 292

■介護老人保健施設 (単位 :床)

圏■域■名
‖20年 度|

(見1込み )
|■|IA.:■|

H2'年度 IH212年度 H23年度|

| | | |‐‐| | | | | | | | I R I I I‐‐‐‐|| | | |  |‐

差]|

IB■A

肩凛質 966 978 1,004 1.184 218

介護療養型|からの転換分 4 4 64 64

医療機養型からの転換分 8 8 128 128

1転換分以外 966 966 992 992 26

石,1「中1央 1,846 :,873 2,095 2,296 450

:介護療養型からの転換分 0 100 200 200

医療療養型|からの転換分 0 102 203 203

転換分以外 !,846 !,873 1.893 1,893 47

能登中部 600 619 619 829 229

介護療養型からの転換分 0 0 166 166

医療療養型からの転換分 0 0 44 44

転換分以外 600 619 619 619 19

能登北部 260 260 301 390 130

i *rn*ryrt'6o**fi 0 41 130 130

医療療養型からの転換分 0 0 0 0

転換分以外 260 260 260 260 0

県 計 3,672 3,730 4,019 4,699 1,027

介護療養型からの転換分 4 145 560 560

医療療養型からの転換分 8 110 375 375

転換分以外 3.672 3,718 3,764 3,764 92
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

1圏■域■名| 中中一一
■211年度 ■22年度 時231年1度

‐■31■■

差引

IB■A

南加賀 235 235 234 139 ▲ 9G

石1111中1央
‐

716 573 418 206 ▲ 51C

能1登1中部| 265 255 241 21 ▲ 244

能登北部 248 248 197 50 A 198

県■計 1,464 1,311 1,090 416 ▲ 1,048

■介護療養型医療施設

■特定施設 (介護専用型)

■特定施設(混合型口養護老人ホーム)

(単位 :床)

単位:床

圏■域■名| 中一中一一
■21年度 ■22年度 度

●
●

眸
．一一一一・一一〓

一２

・．一
　

一一一一一
一

．Ｈ
●

一

一

割・・一』
南加費 0 0 0 0 0

石り:l中央 110 :10 110 110 0

能豊■部 0 0 0 0 0

能登北部 0 0 0 0 0

県■計 110 110 110 110 0

日■域■名
HZ9年 1=

(見込|み)

|■A‐

H211年度 ■22年度 H231年1度

18■■|
期一鳳

南加賀 130 130 130 130 0

石,I中1央 240 240 240 240 0

能登中部 0 0 0 0 0

能登北部 150 150 150 150 0

県 計 520 520 520 520 0



計画の目標と施策の推進方策

■小規模多機能型居宅介護事業所

■混合型特定施設(混合型・養護老人ホーム以外) (単位 :床)

日■域■名 呻一一中一一
■21年度 122年度 123年 1度

■13■■
期一一一一一一・・・・諄南加賀 136 137 157 157 21

石‖申央 520 604 622 695 175

能登中部 19 27 27 27 8

能登北部 0 20 60 60 60

1県|1計 675 788 866 939 264

■地域密着型特定施設 (単位 :床)

1圏■域■名 呻申一一
H21年度 ■2姜 .1菫| 度

■
一

眸
一一一一一一一〓

一２

一一一一一一一一一一一一一一一一

一Ｈ

●

●

一

期一鳳南加賛 0 0 0 0 0

石,11中央 0 0 0 0 0

能登中部 0 0 0 0 0

能養北部 29 29 29 29 0

県|1計 29 29 29 29 0

位 :

1圏1域 |1名
IH201辱「l賃|

(見込み )

|■A I‐

■21年度‐ ■22年度 123年 1度

‐■81 ‐
期
・一』

南加賀 8 13 14 18 10

石川中1央 4 9 14 23 19

能登中部 4 9 5

能登北部 4 5 5 6 2

県 計 20 33 40 56 36



計画の目標と施策の推進方策

■認知症高齢者グループホーム :床)

圏■1域■名 中〔一一一一
H21年 度 ■22年度 時231年1度

‐‐
| | | | | | | | 1 3 1 ‐

 ‐‐| ‐‐| | | |

割一諄
南加賀 396 396 459 486 90

右川1中1央| 1,298 1,340 1,385 1,475

能登中部 396 396 414 414 18

能豊ヨじ部| 251 251 269 269 18

県■計 2,341 2,383 2,527 2.644 303



第4部 計画の目標と施策の推進方策

2 福 祉サービスの見込量と提供体制の整備 目標

(1)福祉サービスの見込み

福祉サービスの見込みについては、各市町が直近の利用状況や利用の伸びなどを評価 ・分

析 し、これを踏まえ推計 した利用見込量を集計 したものが基本となっています。

■養護老人ホーム 単位 :人)

圏|1域■名| ●20年度|
(見込み)

■21年度| ■22年度 123年度 一抑一嚇南加賀 180 180 180 180 0.0%

石"1率央| 240 240 240 240 0.0'

能登中部 80 80 80 80 0.0,

能1登北部 200 200 200 200 0.0,

県1計 700 700 700 700 0.0%

■軽費老人ホームA型 (単位 :人)

餞■域■名
H20年度|
(見込み)

■21年度 ●22年度 ■23年度

詢一磨南加賀 0 0 0 0

石,‖申1央 170 170 170 170 0.0'

能登中部| 0 0 0 0

能登北部 0 0 0 0

県■計 170 170 170 170 0.0'

■軽 責 老 人ホーム (単位 :人)

圏 域 名
H20年度
(見込み)

H21年度 H22年度 H23年 度

抑時南加賀 327 327 327 357 9.2'

石川中央 757 757 807 887 172'

能登中部 110 110 110 110 0_0%

能登北部 29 29 69 69 1379秋

県 計 1,223 1,223 1,313 1,423 16.491
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

:ノk)

1目■域■名| 呻̈ ■21年度 ■22年度 ■231年1度 ■対■20

1増減率

南加賀 80 80 80 80 0.0引

右り11中1央| 15 15 15 15 0.0跳

能登中部 20 20 20 20 0.0%

能1登北部| 23 23 23 23 0.Oγ

県|1計 138 138 138 138 0.091

■生活支援ハウス



第4部 計画の日標と施策の推進方策

(2)福祉サービスの提供体制の整備 目標

福祉サービスの提供体制の整備 目標は、サービス見込量を踏まえ、適当なサービス供給

量を確保できるよう設定 しました。

■番護老人ホーム (単位 :床)

1日■域■名
H20■11更

(見込 |み)

● A■ ■|

H21年 度 ■22年度 ■231年1度

■■3■■
期一“

南加賀 180 180 180 180 0

石'■中央 240 240 240 240 0

能登中部 80 80 80 80 0

能1登北部 200 200 200 200 0

県■計 7∞ 700 700 700 0

■軽費老人ホームA型

■軽費老人ホーム(介護専用型)

圏■域■名| 中〔一一
121年 度 ■22年度 度

■
●

一時
一
〓

一
２

一
一
一

一
一
一
一
一
一

一

一
一

．
一・

一Ｈ
●

一●
期一諄

南加資‐ 0 0 0 0 0

石川1中1央 170 170 170 170 0

能1登■部 0 0 0 0 0

能登北部 0 0 0 0 0

県||‐計 170 170 170 170 0

圏 域 名
H20年 Fx

(見込み)

A

H21年 度 H22年度 H23年度

R

訓

　

Ｒ・Ａ

南加賀 0 0 0 0 0

石川中央 110 110 110 110 0

能登中部 0 0 0 0 0

能登北部 29 29 29 29 0

県 計 139 139 139 139 0
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第4部 計画の日標と施策の推進方策

単 位 :床)

1日■域■名|
IH20年厚|
(見込み)
●■■▲‐■

■21年度| ■22書11虻 H23年度

‐■31.■
期一“南加賀 327 327 327 357 30

石‖中1央 647 647 697 777 130

能登中1部| 110 110 110 110 0

能登北部| 0 0 40 40 40

1県■計 !,084 1,084 1,174 1,284 200

■軽費老人ホーム(介護専用型以外)

■生活支援ハウス 単位 :

圏■域■名
H20年度|
(見込み)
●■IA■.

●21年度 Ⅲ22年度 度
●
一

簿
一．一一一一Ｉ

一２

一一一　

・・一一一一一一

一Ｈ
●

●

差]l

lB■A‐

南加賀 80 80 80 80 0

石'1:1中1央 15 15 15 15 0

能登■部 20 20 20 20 0

餞 Jヒ1書8 23 23 23 23 0

県■計 138 138 138 138 0



第4部 計画の目標と施策の推進方策

第 2章

童■策■の■体■系■■

)健康づくりの推進 101生活習慣改善と疾痢予防1介餞予防を重点とした保機サ■ビスの推進

地域I=おける包括1的1継続的ケアマネジメントの推進

③‐1介護保険|‐=おける介護手1防サ■ビスの実施

①l老人タラブ活動1等の充実

①l‐利用1者の立1場:|ユ0たサ■ビスの拡1充

③l介轟園険施設寺におltる身体拘束廃上0徹底

31サ■ビスを支える人材の青威と確保

|サ■ビスを支える人材の確保

高齢者にとうて安全で安心な生活環境の整儀

)高齢者にともて住みよい環境の1整備

1高齢者虐待の防止と養護者支援等の推進

4)消費生活の安全確保及|び犯罪被1害の1防止

(5)地域における支え合いの推進 ① 高齢者福祉ポランティアの育成

② 老人クラブ活動等の充実
高齢者の交通安全対策の推進

③ 地域見守リネットワークの整備

5利 用者の立場に立つたサービス提供の推進

|〉サービスの円滑な利活用の推進

② 要介護者の家族等べの支援

1)公 平・公正かつ適切な要介護認定の実施体制の確保

2)介護給付適正化の推進

指定介護保険事業者等の指導の徹底

(2)身近な柏該体制の整備



第4部 計画の日標と施策の推進方策

1 健 康づ くりと介護予防、生きがいづ くりの推進

■高齢1者がいつ.ま|で―も―健康|で生きがいを1持ちて生活を―送るこ―とは誰|し|もの1共通|の1願い |
で|あ|り=|き|たる1超1高1齢社1会|を明るく1活|力|ある1長寿社会とする|た|めの基本となる|もので |

すよ|■■■■||■_| ■ |‐■■■■■||‐■■|‐■‐    _・ ■‐■■||‐ ‐‐‐|■■
●この|た|めtl「い.しか|わ健康ラ|■ンテ|″|アー戦1略‐2000(改1定版>■|を1踏まえ、1高1齢1期に1達
す.る前|から|の1健康づく|り|1生き|がいづく|り|の1推進や1社会参加の提進を―支援しま|すよ■|‐‐

1同時|こ―=1要支援1要 介1護状態とな|る|おそ|れ|の1高い高1齢者に対|する1介護1予防や自1立1支1援

な|ど●高1齢者|の槙1立に1向け1生活|■|■ズ|に1対1応したき|め1細|や|か|な1施1策|の1取1組|み|を1進|め|ま
すよ■■■■■■■‐‐  ■ ‐■■■■■■■■■■■|

(1)健 康づくりの推進

① 生 活習慣改善と疾病予防 ・介護予防を重点とした保健サービスの推進

【施策の方向】

ア 連 携 ・協働 による健康支援の基盤づ くりの推進

健康づ くりの多様化を踏まえ、県民が個々のニーズに対応 した健康づ くりを実践

できるよう、ボランティア ・NPOや 職域、健康づ くり関連企業、関係専門機関と

の連携 ・協働により県民の主体的な健康づ くりの実践 ・継続を支援 します。

イ 地 域 ぐるみの健康なまちづ くりの推進

地域 ぐるみの食生活改善や運動実践の輪の拡大を図るため、外食栄養成分表示の

促進や栄養バランスに配慮 した飲食店の増加 と利用を推進するとともに、公民館、

体育館、県営スポーツ施設、民間運動施設等が、運動実践の拠点となるよう関係機

関の連携を図 ります。

ウ 気 軽に主体的に参加できる健康づ くりの推進

県民の主体的な健康づ くりを支援するため、インターネットを活用 した 「い しか

わ健康学講座」を開講するとともに、修了者を対象に 「健康サポーター」として認

定するなど、健康づ くりに関する主体的なボランティア活動を推進 します。また、

特に運動を気軽に楽 しく継続するために、地域の公民館や体育館、銭湯など身近な

施設で行える運動プログラム 「健康づ くリプログラム」の普及を図ります。

【課題】

■拿豊猛1隼事事0多1彗1曜 Ⅲ全事1事の1変化に伴い1近1年●がん=|さ筋撻塞●購1標塞
なギ|●|「萎=胃1撃1病|ll誓=辱1申|||や0割■占めています||また1高1齢イ̀|の1進展11伴い|1介議を要する高1齢者や認知症高1齢者が増|"傾向に|ありますよ■■■|||■■ |■||‐■|‐|
●このことか|ら=病気|の早期1発見r早期1治療だけでな―くtF高1齢期11=1達する前|からの生1活1習|

債||1章1姜i■1芥議|■1所:などtl健康|●保1持1増1進t疾1病|の1発1症1予1防|が重1要な1課題と―なうて
いますよ|■|   ■ ||■■|■■||■|
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

工 最 新の正 しい健康情報に基づく健康づくりの推進

食に関する正 しい知識の普及や実践、個人に応 じた生活活動 ・運動等を推進する

ため、 「いしかわ健康学講座」や 「いしかゎ健康バランスガイ ド」等により健康情

報を発信するとともに、労働局や企業等と連携 した取組みを進めます。

オ メ タボリックシンドローム対策

脳血管疾患や虚血性心疾患などの循環器疾患を予防するため、メタボリックシン

ドロームに着目した特定健診 ・特定保健指導が効果的に実施されるよう、保険者協

議会等と連携 し、メタボリックシンドロームや特定健診 。保健指導に関する情報発

信に努め、県民一人ひとりが日頃から肥満やメタボリックシン ドロームの予防に心

掛けるよう全県的な普及啓発を図ります。

② 高 齢者の体力づくりへの支援

【課題】

:   ダ 嘉 織 嵐 1鰹 翼 雛 軒 〒:「'デ「サ ,lT:,T
I特にスホ■ジを通した青齢暑あ轟坊|●て'^あ 1藪組み|は1生きがし、1社会1参茄=体力嗜1進
などの|あ―らゆ|る面|で効1果が期待されています1‐__‐ ____― ―       ― ――・‐
|この|ことから1‐1高齢期|=達する前からの1生濃スポ■ツを推進するとともに高齢者にも気軽に
1取り組めるスポ■ツの普及を1図IJ●高1齢者の体力|づくり11資することが求められ|てい.ますよ■|

【施策の方向】

ア 身 体運動に関する知識の普及啓発

身体運動の意義の理解を深めるための啓発活動を展開します。

イ 生 涯スポーツ ・レクリエーション活動の推進

誰もが、気軽に参加できるスポーツ ・レクリエーション活動の機会を充実すると

ともに、各団体の連携や指導者育成の支援など、健康 ・体力づくりの推進に努めま

す。

ウ 高 齢者に適 したスポーツの普及

安仝で高齢者にも気軽に取 り組めるスポーツの普及に努めます。

工 筋 カ トレーニングの推進

高齢者が要介護となる原因のひとつである転倒による骨折を予防するため、高齢

者体力づ くり指導者を活用 し、筋カ トレーニング等運動の普及浸透を図 ります。

オ 高 齢者を対象 としたスポーツ大会の開催

高齢者が自らの長寿を喜び、生きがいをもって生きることのできる長寿社会を実

現するために、高齢者に適 したスポーツ 。文化の交流大会 (『ゆうゆう石川スポー

ツ 。文化交流大会』)を 開催 し、地域間の交流の促進、積極的な健康づ くりと生き

がいづ くりを推進 します。また、老人クラブや各種スポーツ関係団体 との連携を図
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

り、地域の高齢者スポーツ活動を促進 します。

力 全 国健康福祉祭への参加

全国健康福祉祭(ねんりんピック)に参加 し、高齢者の健康づくりや生きがいづく

り、社会参加の促進とあわせて、世代間や地域間の交流を深めます。

なお、平成 22年 の大会は本県で開催 し、各種スポーツや文化種目の交流大会、

健康づくりや生きがいづ くりに関するさまざまなイベン トが県内各地で開かれま

す。

キ 健 康体力づくり活動の推進

石川県健民運動推進本部では、くらしの中で常時スポーツに親 しむ運動を展開し

ていますが、今後も明朗で体力と気力に富む人づくりを推進するため、 「健康 ・体

力づくり活動」を展開 します。

③ 地 域リハビリテーション体制の充実

【課題】

けとコ■藤■■●動な||"=1肇 1急中か1峰=■議●
1摯1争「ず態に応じた4′ヽ暮リテ|■シ彗ンが地域において適1切に提1供され|

【施策の方向】

ア 急 性期から維持期に至る一貫 したリハビリテーション医療の提供体制の整備

急性期から回復期、維持期に至るまで一貫 したリハビリテーションを適切に提供

できる体制の整備を推進 します。

イ 保 健 。医療 ・福祉と連携 した介護保険におけるリハビリテーションの提供の推進

住民に身近な地域において、保健 。医療 。福祉が連携 した総合的かつ効率的な利

用者本位の介護保険におけるリハビリテーションが提供される体制の整備を進め

ます。

ウ 地 域 リハビリテーション従事者の資質の向上

地域 リハビリテーションに携わる者を対象とした研修や技術援助を行い、従事者

の資質向上を図ります。

工 地 域 リハビリテーション支援体制の強化

生活の場を中心に展開される市町での生活動作や福祉用具の相談など地域 リハ

ビリテーション相談窓回の充実や、その従事者の育成など支援体制の強化を図りま

す。
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(2)

①

介護予防の推進

地域における包括的 ・継続的ケアマネジメン トの推進

【課題】

【施策の方向】

ア 地 域包括支援センターヘの適切な運営の支援

地域包括支援センターは、地域包括ケアを支える中核機関として 「総合相談支

援 ・権利擁護」、 「包括的 ・継続的ケアマネジメント支援」、 「介護予防ケアマネ

ジメント」といった機能を担うこととされています。また、どのようなサービスを

利用すべきか分からない住民に対 して、そのニーズに適切に対応できる 「ワンスト

ップサービス」の拠点としての役割も求められています。県では、この地域包括支

援センターの適切な運営を支援 します。

イ 市 町を超えたネットワークの構築

市町に設置される市町包括ケア会議を支援するとともに、市町内で解決できない

課題などについて議論する観点から、県全域又は圏域等を範囲として、より広範囲

な地域包括支援センターの連携を推進 します。

ウ 適 切な介護予防ケアマネジメントの確保

介護予防ケアマネジメン トが適切に実施できるよう研修を実施 し、介護予防サー

ビス計画を作成する保健師や介護支援専門員を支援 します。

ェ 主 任介護支援専門員への支援

地域における介護支援専門員の支援体制を強化するため、主任介護支援専門員の

育成を図るとともに、個々の介護支援専門員からの相談への対応など主任介護支援

専門員が行う活動を支援 します。

オ 地 域包括支援センター職員の資質の向上

地域包括支援センターに従事する職員については、幅広い専門知識が求められる

ことから、地域包括支援センターが適切に事業運営ができるよう研修を実施 しま

す。

■高1齢1者力'住|み慣|れ|た1地域|の■|で1尊厳を持うて●1立した生1活を送り続けるた|めにはt‐1地
域における様 な々1資1源を活用しながら=高齢者|の心1身|の状1態|や1生活‐環1境などの1変化に応じ
て=適1切|な支援|や|サ■ビスを組|み1合|わ―せて提

言1馳轟轟̀二=二:ι‐島:岩
あ1童1妻な機1由とならそ| まヽ|チIこあ|た|あ.11地域
1充実が求|められています=|■■■■|  ■ |‐ .___‐ ‐‐|―    ― ―‐‐― ‐‐・
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地域包括支援センターを中核とした包括的・継続的ケアマネジメントの全体像

′
■地域における`

著胴 泥|
□

②

・介護サービス事業者

・ケアマネジヤー

・医療機関

・福祉関係者

・NPO組 織

・民生委員

様々な観点からの相談・ニーズの把握

利 用 者 ・地 域 住 民

地域支援事業に

【課題】

おける介護予防事業の推進

■介護予1防事1業を効1果|の|あるものにするため―には|、=1人|ひとりの1生1活機1能1向‐上にとって最

良のもの|を提供|するという.「個別1性重視Jの1視点に立oた事1業の1提供が1大切です。

特に要支援1要介護‐状態になる前の1早い段階から、個々の状態に応じた効果的な介護予

防事1業―を1提供し、生活1機能―の1低下を防止する必要があります。

このことから、高齢者が要支援・要介護状態とならないよう、市町が実施する地域支援事

業の取組みを支援し、多様な状態に応じた介護予防事業の提供を推進することが求められ

ています。さらには、介護予防に関する事業評価を実施して、効果的な事業実施を行う必要

があります。

【施策の方向】

ア 介 護予防に関する知識の普及啓発

介護予防教室や講習会等により、介護予防に資する基本的知識の普及啓発を推

進 します。

イ 地 域 における介護予防 に資す る活動の推進

介護予防 に関す るボラ ンテ ィア等の人材育成 や地域活動 の育成 。支援 を実施

し、地域 において介護予防 に資す る活動が広 く実施 され るよう支援 します。

↓

支援方針・計画決定

↓

関係者調整・支援開始

※ネットワークを活用し、

支援を実鮨させる

↓

支援結果評薔・見直し

0総 合相談

O権 利擁護

O介 護予防ケア

マネジメント

0ケ アマネ支援

ワ ン ス ト ッ プ サ ー ビ ス 窓 ロ
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ウ 高 齢者の実態把握の推進

地域における要支援 。要介護状態となるおそれのある高齢者を把握 し、介護予

防の早期対応を図る市町の取組みを支援 します。

工 運 動器の機能向上の推進

地域住民に対する運動器の機能向上についての知識の普及啓発や運動機能向

上プログラム等の実施を推進 し、運動器の機能向上を図り、高齢者の生活の質

(QOL)の向上につなげる取組みを支援 します。

オ 栄 養改善の推進

地域住民に対する低栄養状態を予防するための知識 ・技術の普及啓発や栄養に

関するボランティアの育成、低栄養状態の高齢者の早期発見、栄養相談などの取

組みを支援することにより、高齢者の毎日の営みである 「食べること」を通 じた

高齢者の 「低栄養状態の予防と改善」、「楽 しみ、生きがいと社会参加の支援」、

「生活の質の向上」につなげます。

力 口 腔ケアの推進

国腔ケアに関する知識の普及啓発やボランティア等の人材育成、日腔清掃の指

導、摂食 ・喩下機能の運動 ・訓練の指導等の取組みを支援することにより、高齢

者の口腔機能の向上や窒息 。呼吸器感染症 ・哄下障害の予防、低栄養予防、日腔

機能の向上を図り、食べる楽 しみにつなげます。

キ 閉 じこもり予防の推進

閉じこもり予防に関する知識の普及啓発や訪問型介護予防事業、デイサービス

センターなどのイベン ト、催 し物の紹介等の実施を支援 し、高齢者の閉じこもり

予防を図ります。

ク う つ予防 。支援

うつ予防に関する知識の普及啓発やうつのおそれのある者の早期発見、健康相

談、訪間指導を通 じた個別ケアの実施を支援 し、高齢者のうつ予防を図ります。

ケ 地 域支援事業の事業評価の実施

介護予防を推進する観点から、効果的に事業が提供されるように事業評価を実

施 します。また、市町が独自に行う評価についても、適切に実施されるよう技術

支援を行います。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

予 防 重 視 型 シス テ ム の 全 体 概 要

要支援・要介護者

O状 態の維持又は
改善の可能性の
審査

掏

非該当者

    仁

地 域 支 援 事 業 予 防 給 付 介 護 綸 付

調脇灘る
鼈 ■|ギ予

辞甲 0(〔I二重ロヒ予防

③ 介 護保険における介護予防サービスの実施

【課題】

要支援1、2に認定された軽度の認定者に対しては、状態の維持・改善を目的とした介護

予防サービ不が提:供されています。

介護予防サ〒ビス事業所においてはt介護予防ケアプランに基づき、個々の高齢者の状

態に応‐じた適切なサニビスを提供することが求|められます。
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第4部 計画の日標と施策の推進方策

【施策の方向】

ア 適 切な介護予防サービスの確保

介護予防サービス事業所が利用者の状態に応 じた質の高いサービスを提供す

ることが出来るよう、適切な指導を行います。

イ 介 護予防サービス計画作成者への支援

介護予防ケアマネジメントが適切に実施できるよう研修を行い、介護予防サー

ビス計画を作成する保健師や介護支援専門員を支援 します。

(3)生きがいづくりと社会参加の促進

① 老 人クラブ活動の充実等

【課題】

1面面み1曇I 阜ヽき■歩■義1齢11が1連1展する中t‐1地域社1会■お,する育"者の■舞|の場力ヽ■

霧雲篤饉萎J:首壼鮮霧聾語;:褒等,T雫]警:
【施策の方向】

ア 元 気高齢者への支援

県内高齢者の要介護 ・要支援認定率は 2割程度であり、約 8割 の高齢者は元気な

方々です。元気 (健康)で あることは、高齢者の社会参加の源であり、健康の維持 ・

増進の取組みは大変重要なものとなっています。「元気シエアスタンプラリー事業」

をはじめとして、高齢者が積極的に外出したり健康づ くりに取 り組む活動を支援 し

ます。

イ 老 人クラブ組織率の向上

高齢者数が年々増加 しているにもかかわらず、老人クラブ会員数は減少 し、組織

率が低下 しつつあります。しかしながら、老人クラブは、今なお高齢者の多くが参

加する大きな組織であり、地域住民の相互支援や次世代育成支援など今後も地域活

動の担い手として欠くことのできない存在となっています。社会貢献活動を積極的

に行っている 「がんばる老人クラブ」の紹介などを通 じて、組織率の向上に努めま

す。

ウ 老 人クラブ活動等への支援の拡充

「健康 ・友愛 ・奉仕」を合言葉に、さまざまな活動に取 り組んできた老人クラブ

をより活性化 し、地域活動の担い手として幅広い活動に取 り組むことができるよう

若手高齢者の組織化や活動推進員の設置等も支援 します。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

② 生涯学習機会の拡充

【課題】

【施策の方向】

ア 高 齢者を対象とした学習機会の充実

高齢者が生きがいと潤いのある生活を送ることができるとともに、その知識や経

験などを生か した社会参加ができるよう、 「いしかわ長寿大学」や 「石川県民大学

校」、市町における 「生きがい講座」などの高齢者を対象とした多様な学習機会の

充実を図ります。

イ 世 代間交流の促進

高齢者の豊かな経験や知識 ・技能を社会に生かすことは、高齢者の生きがいづく

りにつながるばかりでなく、子どもたちや青少年が受け継 ぐことによって、貴重な

経験 。知識を次世代に伝えることができます。

このように、さまざまな世代との交流は、高齢者にとっても、子どもたちや青少

年にとっても、貴重な体験になることから世代間の交流を促進 します。

ウ 生 涯学習関連施設のバリアフリー化の推進

高齢者が気軽に、かつ安全 ・快適に生涯学習関連施設を利用できるよう、施設の
バリアフリー化を推進 します。

③ ボ ランティア活動への参加促進

【現状と課題】

【施策の方向】

ア 高 齢者ボランティアの育成

高齢者が長年培 ってきた知識や経験 ・技術を活か したボランテ ィア活動の育成を

図ります。

イ 老 人クラブ等のボランティア活動の促進

高齢者のボランティア活動への参加を促進するため、老人クラブ等におけるボラ

ンティア活動を促進 します。

ウ ボ ランティア活動に関する情報提供

石川県県民ボランティアセンターや県社会福祉協議会のボランティアセンター、

市町ボランティアセンター等において、高齢者のボランティア活動に関する情報の

提供を進めます。

J鷲懃犀鼈藩響響':警
ありま|す̀  | ‐         | |
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

エ ボ ランティア活動の安全確保

ボランテ ィア保険掛け金助成などボランテ ィア活動の安全確保について支援 し

ます。

高齢者雇用の機会確保と促進

【課題】

【施策の方向】

ア 高 齢者の安定的な雇用の確保に関する制度の普及啓発

60歳以上の高齢者の安定的な雇用の確保のため、定年の引き上げ、継続雇用制度

の導入による 65歳 までの雇用確保措置の導入など、高齢者の再就職促進を図る制

度の普及啓発に努めます。

イ 「 石川県シルバー人材センター連合会」の機能拡充

高齢者が生きがいを持って地域社会で生活するため、定年退職後等において、軽

易な就労を希望する高齢者に対 し、意欲や能力に応 じた就労機会、社会参加の場を

総合的に提供するシルバー人材センター事業を推進するとともに、 「石川県シルバ
ー人材センター連合会」の機能拡充に努めます。

ウ 高 齢者の起業に対する支援

高齢者の雇用創出を図るため、事業型NPOへ の助成など高齢者自らによる起業

を支援 します。

|1撃含や1警1事|の1警辱11暴1年1言1林|`書キ1可1
カヽ|1牛澤■年||'す||1曝,中||い|す|

零黒
轟 靭 :霧

ます1111111■||||||||||||■||■
1毒饉者がそ●=録1能力●■|●社会■|
1羮|が求|あられ|ていますよ|||||||■|||■

④
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

2 サ ービスの基盤整備と質の充実

・
などえ1介護を要する1状態に|ならて|も=1長年住|み慣れた地域や1家庭にお| てヽ|:‐1心の通う1隣

人と友人||そ|し|て家族等|,ご田=|れ.:|そ|れま|で築いてき|た1人と人と|の1関|わり|を1持ち|ながら1生

活―を続|ける|こ|とは「多(の高齢者の切実|な願| とヽなら―てヤーヽますよ■■||■|‐■■| |‐‐  |
|この願| にヽ応え●■|つま|でも尊1厳|あ|る1生活を実現する.た|めに●1介護1保1険にお|ける1在1宅|サ

|■ぜズの1提供|を推1進‐する|どとも,こ11生活支援型|の多様な住環境―の1整備に|つ||てヽ|も推1進しま

す=ま た●1常1時1介護|が1必要|で在宅1生活|が困難|な1高1齢者が1入1所する1施1設1等に|ついてt‐1必要‐な
整備を1進め'ま|すま|||■■|    |‐ |‐|■■■|■‐____‐ ―■‐:‐‐‐― ‐■――― ‐ ‐

(1)サ ービスの基盤整備の充実

① 利 用者の立場に立ったサービスの拡充

【課題】

事が年々 1増1加する|ことも111帯1齢者|の1林1聾像も

,要な|サ■ビスを'彙|けられるよう|サ■ビス提供
む麗した莉鳥著1負菫あ1軽減活豊など:サ■ビス

あ1転1尭―を歯ちt‐t そヽ急曇ぶおりま子l11111111■| |||111「|■|||■| ‐ |||

【施策の方向】

ア 介 護サービスの総合的 。一体的な提供の推進

高齢者の多種多様なニーズに対応 した介護サービスの総合的 。一体的な提供を進

めます。

イ 利 用者の状態に応 じたサービス提供の推進

ターミナルケアや難病 。がん末期の要介護者への対応など、利用者の状態に応 じ

て必要なサービスを受けられるよう、提供体制の充実を図ります。

ウ 介 護保険対象外のサービスの推進

介護保険制度の対象となっていない利用者に対 し、市町が行う外出支援サービス

などの地域の実情に応 じたきめ細かな福祉サービスの提供を支援 します。

工 地 域の実情に応 じたサービス提供体制の確保

地域における介護サービスの利用状況や高齢者の状況を継続的に把握 ・点検 しな

がら、必要なサービス基盤の確保と施策の推進に努めます。

オ 低 所得者対策の活用促進

高額介護サービス費や特定入所者介護サービス費、社会福祉法人等による利用料

の負担軽減措置事業などの低所得者に対する利用者負担軽減措置制度の活用を促進

します。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

:整壼彙】:鑑
1生活1支援1型サ|■ビス|の1基盤整備を進める必妻

② 介護保険関連施設の整備の充実
【課題】

【施策の方向】

ア 介 護保険施設の整備

計画圏域単位を基本として、圏域内の適正配置に配慮 しながら、特別養護老人ホ
ームなどの介護保険施設の計画的な整備を進めます。

イ 施 設の個室ユニット化の推進

介護保険施設や軽費老人ホーム等では、入所者の施設での生活を在宅の暮らしに

近づけるとともに個人の尊厳 を確保す る観点 か ら、入所者個人の尊厳 を支

える個室と少人数の家庭的な雰囲気の中で生活できるスペースを備えた個室ユニ

ット型の施設整備を進めます。

【特別養護老人ホームの整備方針】

①定員 30床以上 50床以下の施設の増設を優先することとし、原則、増設後

100床を限度とする。なお、地域密着型(29床以下)は、市町が必要数を市

町プランに基づき整備する。

②ユニット型を基本としつつも、地域における特別の事情を踏まえるものと

する。

ウ 特 別養護老人ホームの優先入居の推進

特別養護老人ホームにおいて、入所の必要性の高い人が優先的に入所できる

よう 「石川県優先入居指針」の徹底を指導 します。

工 在 宅サービス提供体制の基盤整備の推進

デイサービスセンターやショー トステイ専用床などの在宅サービス提供体制の

基盤整備を推進 します。

オ 地 域密着型サービス等のサービス提供基盤整備の推進

市町の整備する小規模多機能型居宅介護事業所、認知症高齢者グループホームな

どの地域密着型サービスの整備を推進 します。

力 福 祉サービス提供基盤の整備

ひとり暮らし等のために、自宅での生活の継続が困難な高齢者を対象とした軽費

老人ホームについては、入所需要に見合った施設の整備を図っていきます。

キ 多 様な事業者の参入の促進

利用者が必要とする介護サービスを自由に選択できるよう、多様な事業者の参入

を促進 します。

- 78 -



第4部 計画の目標と施策の推進方策

位 :

晨彗男J ‐目1域1名
H20年度末(見込み ) H23年度1末

翌偏 済 数

|‐|■AIIII

個 =ユ ■ツト

■|■B■■■|
ユ■|ツト化率
■■ RノA‐■■

壼備済数

‐ A.‐

優至ユ■|ツト

■|18■ ■■

ユニツト化率
■■|IB/AI‐■

1特別養1護
老1人‐ホ■ム
(地域密着型含|

■■||む) |

南加賀 1,180 616 52.2% 1,330 839 63.1跳

1石り■1中1央 2,884 768 26.6% 3,103 1,087 35.0%

能登中部 1,000 220 22.0% 1,030 250 24.3γ

能登北部 775 200 25.8% 775 200 25.891

5,839 1.804 30.9% 6,238 2,376 38.1%

1介護老人
1保健施設

1南加1賀 966 0 0.0% 1,184 45 3.8%

1石"l中央 1,846 75 4.1% 2,296 75 3.3%

能登中部 600 0 0.0% 829 0 0.0%

能登北部 260 36 13.8% 390 36 9.2γ

1県■計
‐

3,672 3.0% 4,699 156 3.3%

合計

南加賀 2.146 616 28.7% 2,514 884 35.2γ

1石川1中1央 4,730 843 17.8% 5,399 1,162 21.5%

能豊中1部 1,600 220 i3.8% 1,859 250 13.4,

能豊北部‐ 1.035 236 22.8% 1.165 236 20.3%

1県=:計‐ 9,511 1,915 20.1% 10,937 2.532 23.2%

■特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設の個室ユニット化の整備目標

③ 多 様な住環境の整備

【課題】

_高 1齢者世1帯の増加|ととヨ|1自宅で|の1生1活,1攀樺が甲1華な状況‐
ゃ|フィア̂夕|イ||||■1慎

観の多1様化に伴い住み1替え■‐ズの1増大が見込まれています。  |■ ■■■■■■
‐

このような二■ズに応えるた|め●多様な選択肢|の|■|つとして介護が必要になうた場合|で
も、安心して1暮らせる住|まいが求められています:||‐        ‐ ‐||■■||

■高齢者専用賃貸住宅の登録状況

区 分 ■17年1度 H18年1度 H19年度
H20年 度
(見込み)

箇所数 2 3 23

戸 数 163 327 622

※各年度末時点の数

施策の方向】

ア 地 域優良賃貸住宅 (高齢者型)な どの供給の促進

「石川県住生活基本計画」 (計画期間 :平成 18年度～平成 27年度)に 基づき、

高齢者の状況に応 じて選択できる多様な居住施設 として、シルバーハウジングや地

域優良賃貸住宅 (高齢者型)な どの供給を促進 します。

イ 高 齢者専用賃貸住宅などへの入居支援体制の構築の推進

- 79 -



■高齢者向け賃貸住宅のイメージ

■■ ■ ■ ■ | | ■■ | | ●■ ■ ■ | ‐ ■ | ■ | |

高齢者専1用1賃貸住宅■|

1聾::勲襲覇籍
報提供|■■■■||■■■■‐■

高齢者円滑入居賃貸住宅
。高齢者の入居を拒否しない
住宅
・県や住宅センター窓日、HP
等により登録住宅の概要を情
報提供

第4部 計画の目標と施策の推進方策

高齢者であることを理由に入居を拒否 しない 「高齢者専用賃貸住宅」、 「高齢者

円滑入居賃貸住宅」の情報の登録や提供及び入居の相談に応 じる窓回の設置など入

居支援体制の構築を進めます。

ウ 終 身建物賃貸借制度の普及

高齢者が生涯にわたり安心 して居住できる高齢者向けの賃貸住宅を確保するた

め、終身建物賃貸借制度の普及を図ります。

工 高 齢者対応の公営住宅の整備とバ リアフリー化の促進

高齢者対応の公営住宅の整備を継続するとともに、既存の住宅にバリアフリーア

ドバイザーを派遣 し、住宅の高度なバ リアフリー化を促進 します。

オ 生 活援助員の派遣

シルバーハウジングなどにおける入居者の安全を確保するとともに、安心 して生

活を営めるよう生活援助員 (ライフサポー トア ドバイザー)の 配置を推進 します。

(2)サービスの質の向上

① 現 任の介護職員等の資質の向上

【課題】

■介1護サ■ビスの1提供にあ|たちでは|そ|の1内1容を定|め|るケアプラン(サ■ビス計1画)に 利用|

者の意向が最大限に反映され―、個々の1状態|やニニズ等に見合つ.た適‐切な|サ■ビスとなる.よ

うなケーアマネジメントが必1要となります。

ケアマネジメントが機能するか否かは、サービスの質の問題を解決する大きな要素であ

り、その
"要"で

ある介護支援専門員(ケアマネジャー)の資質向上は不可欠といえます。さら

に、介護の基本は対人サービスであることから、サービスの質の向上を図るためには、ホー

ムヘルパー等、現場で処遇にあたる職員の技術・技能を高める必要があります。

【施策の方向】

ア 介 護支援専門員の実務従事者基礎研修等の実施

実際に実務に就いた介護支援専門員を対象として、就業期間に応 じて、実務従事

者基礎研修等を実施 し、資質の向上やサービスの向上を図ります。

イ 介 護支援専門員の更新研修の実施

業務に従事する介護支援専門員に対 し、5年 毎に更新研修を実施 し、専門的知識

及び技術の向上を図ります。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

ウ 介 護支援専門員の自己研鑽の場の確保

「石川県介護支援専門員協会」と連携 し、介護支援専門員相互の自己研鑽の機会
の確保を図ります。

工 介 護職員等の資質の向上

現任の介護職員やホームヘルパーについては、介護職員基礎研修の受講を推進す

るとともに、介護職員基礎研修を実施する介護員養成研修事業者の確保に努めま

す。また、経験年数や職務段階に応 じた、生涯にわたる計画的 ・総合的研修の受講

も推進 します。

オ ユ ニットケア研修の実施

ユニット型特別養護老人ホームなどにおいて適正な運営を確保するとともに、職

員が適切なケアを提供 していくための専門性や質の向上を図ります。

力 積 極的な研修の受講の推進

指定介護保険事業者や福祉サービス事業者に対 し、国や県、市町、関係団体等が

主催する資質向上に資する研修会への積極的な参加を推進 します。

② 介 護サービス提供事業者の質の向上

【課題】

【施策の方向】

ア 介 護サービス情報の公表制度の実施

介護サービス事業者が、利用者に必要な情報を適切に公表するよう円滑な制度の

実施を推進するとともに、公表された情報が活用されるよう、制度の普及啓発を図

ります。

イ 第 三者評価制度の推進

福祉サービス第三者評価をより多くの事業者が受審するよう働きかけを行いま

す。

ウ 評 価調査者の質の確保

評価を実施するにあたっては、公正 。中立な評価が必要であることから、専門性

の高い客観的な評価ができる評価調査者を養成 します。

当響11鯉鱗:翼〒1'言'1lTttTf彎7■
え構義|め1公表‐荊1度」1=よ―り=莉1用者あ'■|ビス

議郡 議 蹴 革霜嘉轟雛 驚 輩 認 脇 鋭 :織 響
籍 討難 壽 血勧鮨敵=難 Lよ り

早1摯 ■|||'|■ IⅢ'|～■ |||が重要です。 ■ |■■■■|■■■■|   ― ‐_._‐‐‐■‐   ‐ ―‐‐‐―
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

介1護1保1険施設1等における身体1拘束は=人権擁護|の1観1点|からFH5題|があるだけではなく:
高齢1者|の1生活の1質を根本|から損なう危1険性を有しています。| |‐‐■

‐
■■■■■■|

1従|うて=1身1体拘1東|の1問題は高齢者ケア|の1基本的な|あり方に関わるものであ|り=関係者
‐

が■1致協1カして1身体1拘1東1廃上に取り組|む1必要があります.6   ・ ■■|■|‐■|■■|

③ 介 護保険施設等における身体拘束廃止の徹底
【課題】

【施策の方向】

ア 身 体拘束に関する知識の普及啓発

研修会やサービス事業者等に対する実地指導等を通 じ、施設の介護従事者のみ

ならず、利用者やその家族を対象として身体拘束に関する知識の普及啓発を図り

ます。

イ 身 体拘束実態調査の実施

施設 ・居住系サービスを提供する事業者を対象とした実態調査を実施 し、その

結果を踏まえ、身体拘束の廃止に向けた取組みにつなげます。

ウ 指 導者を対象とした研修の実施

身体拘束廃止を徹底するためには、各施設において指導的立場にある者が、そ

の趣旨を踏まえ推進することが重要であることから、施設長などに対する研修等

を実施 し、身体拘束廃止を徹底 します。

(3)療養病床の再編への対応

【課題】

1療1養1病床の1再編は11高齢者へ:の医療1介護サ■ビスの1提供のあり方につい|てtl生活1支援

を重視する視:点に立●て=療:養1病1床を入院1患者の1馨1療|の1必要1性―の1観点|から再編|する●|とと
されています:‐■■|■■|‐■|■ ■■|■■|

1具体1的1‐●は|●医療|の1必1要性が高い1患者に対しては==lき続き1医1療1保1険により療1養1病床に

おt て`1必要な1医療|サ|■ビス|を1提1供する■1方=医 1療|の1必要性が低い1患1者に対して|は1‐|その1方

の1状1態に相1応しい介1護サ|■ビス等力,提1供されるよう1介護保険施1設等^|の1転換を進めること

となうていますよ||■■■||  ||■ ‐■ ||

転換にあたつては、現に入
‐
院している患者が行き場を失‐うことがなく、高齢者の1状態に即し

た適‐切なサービスが提供される体制整備が必要です。

【施策の方向】

ア 医 療機関への支援

療養病床の再編は、今後の医療 ・介護の改革の方向性や地域における需要の動

向などを踏まえて、療養病床を有する医療機関自らの判断によって実現されるも

のであり、医療機関の理解と協力が得 られるよう、関係団体への情報提供や啓発

等に努めます。また、転換を行う場合には、手続等についての技術的な助言や、

必要な整備費について補助を行うなど支援に努めます。

イ 入 院患者や家族への支援

入院患者や家族が不安を抱 くことのないよう、相談等に応ずる窓 口を設置 し、

対応 していきます。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

■療養病床の再編に関する相談窓口

県における相談窓口

(利用者や医療機関からの療養病床

再編に関する相談など全般)

石川県健康福祉部長寿社会課

電言舌 076-225-1417

石川県健康福祉部医療対策課

電認:076-225-1433

各市町における利用者等の相談窓口 各市町の担当課及び地域包括支援センター

ウ 地 域ケア体制の推進

住み慣れた地域において、高齢者が在宅生活を続けるためには、医療と介護の

連携や介護サービス事業者間の連携などの地域ケア体制の充実が重要であること

から、サービス事業者や主治医、ケアマネジャー、家族介護者等を対象とした 「地

域ケア体制推進研修会」を開催 し、市町や関係者の取組みを支援 します。

(地域ケア体制の推進の方向性について、次ページ図)
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

碁等篠1鵬 奮言筆〒11,111キ11●|
ら̈ずヽ1学曽■|●1事9■貯

■| |||||||| ■|‐|  ‐   ‐ ・|‐   |||■ || ||||‐||■|||

‐  ‐ |‐|  |||■|■| ||■■■■■|■■■■■■‐|~|||||■ ■■■|■

|§華:富i:芽甚:塁襲::ま議家ま葉:含監,量首ξ:11豪|
|も想ご監奪:温I彗ふ轟お|=轟裏ふ峯轟赫J■■|■■

これらの課題を解消し、在宅での介護ロ

プランによる介護サービスの提供が必要

市町(地域包括支援センター)における医療と介護の連携方策の検討促進

◎県内での取組事例
<野 々市町>
。開業医・ケアマネ・介護事業者・行政によるシンポジウム開催

→ 開催後、ケアマネ間での情報交換や主治医への働きかけが活発化
<中 能登町>
・開業医と訪間看護ステーションとで勉強会を開催
・ケアマネと主治医のメールにより情報のやりとり

○先進的事例等の情報
提供 ・助言

〇研修会の実施による
各市町 ・関係者の取

組みの促進

地域ケア体制の推進について

医療の視点が十分反映された介護サービスの提供
・高齢者の身体状態の把握
・ケアプランにおける訪間看護などの医療系サービス

〔医療と介護(サービス事業者相互)の連携口情報共有が必要 }

情報共有
双方向のやりとりができる関係づくり

サービス事業者

◎地域包括支援センターの機能強化 (ケアマネジメントヘの支援 ・助言)
◎主治医 ・ケアマネ介護事業者及びその関係団体による自発的な取組促進

◎各地域の医療 。介護の連携体制の底上げと市町間のレベルの平準化

在宅サービス利用の満足度の向上による在宅介誰高齢者の増



第4部 計画の日標と施策の推進方策

3 サ ービスを支える人材の育成と確保

(1)サービスを支える人材の育成

【課題】

【施策の方向】

ア 介 護支援専門員の育成

介護支援専門員の実務研修の内容の充実を図り、質の高い介護支援専門員の育成を

図ります。

イ 主 任介護支援専門員の育成

地域包括支援センターにおいて、地域での包括的ケアマネジメントの中核的な役割

を担うとともに、居宅介護支援事業所の介護支援専門員を技術的に支援する主任介護

支援専門員の育成を図ります。

ウ ホ ームヘルパーの養成

ホームヘルパー養成事業等を継続的に実施 し、人材の育成を図ります。

工 介 護サービスに携わる専門職の育成

介護福祉士、保健師、看護師、社会福祉士等の介護サービスや各種相談業務に携わ

る専門職の育成を図ります。

(2)サービスを支える人材の確保

【課題】

■高齢化の進展111伴い1介護|サ■ビス1等の1利1用が増1加することが見1込まれることか|ら=.=:き

締議 諄=1援事IF,具|や倉諄福祉1士1社会1福祉士|など|の1保健1医療1福祉|の1質|の高い人材の|
育成に努める必要|があります:

■人1材|の1確1保にういては|サ|■ビスの1需要が増加すると見1込ま|れることから=新た|な1人1材の|

育成|を1図|る■1芳|=lき続き=潜在する1人1材|の1掘り起こしと1求1人求1職|の1斡1旋を継続して進‐め|

る必要力'ありますままた●県1内1就業者を確保するた|め|の修学資1全1貸1付|など|の1対策を講じてい
|ます:       ‐ ・ ■ ■|  ■ |

【施策の方向】

ア 「石川県福祉人材センター」における求人求職の斡旋、人材育成

「石川県福祉人材センター」において、引き続き求人求職の斡旋と、人材の育成を

図ります。

(ア)ハ ローワークと連携 した求人求職の紹介や相談事業の充実を図ります。

(イ)求 人求職面接会等の実施により、就労の促進を図ります。

(ウ)介 護福祉士や社会福祉士の資格取得を促進するための研修会等を開催 します。

(工)福 祉事業に従事 しようとする人材を対象とした講習会等を開催 します。

イ 「 石川県ナースセンター」における就業相談等
「石川県ナースセンター」において、引き続き就業相談や再就業前の実務研修の実

施等により、看護分野の人材の掘 り起こしと業務への参入を進めます。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

ウ 人 材養成機関に対する人材情報の提供

理学療法士及び作業療法士等については、人材養成機関に対 し、介護サービス等に

関する人材情報の提供を行い、就労の促進に努めます。

工 修 学資金貸付制度の実施

介護福祉士や看護師 ・准看護師等の修学資金の貸与を実施 し、保健 。医療 ・福祉に

関する人材の就業を支援 します。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

●離職者割線の拡充
離職者割練(無料)の定員を大

幅に拡充

●養成施設への入学促進
介饉福祉士等の養成施ヨ:福祉士等の養成施設入

こ対して、修学資金を貸
付 け

●母子家庭の母の職業」ll練等
介護福祉士等の資格取得のた

めの修学に対し給付金を支給

躍堅塾甕萱霊劃|‐‐||||||||||||||||||||
●新規サービスの提供や既存サービスの拡充など
福祉サービス向上に積極的に取り組む福祉事業者への支援

●未経験者(新規学卒者を除く)を採用した事業者への助成

●福祉総合研修センターを活用した人材育成

(1)職員の資質向上
・新任、中堅、指導者研修
・職種別専門研修
・課題別研修

(2)資格取得研修
・介護福祉士・社会福祉士国家試験

受験準備講習

●介護従事者の処遇改善の視点に
立った介護報酬改定

福祉分野の雇用 (人材確保)対 策についτ



第4部 計画の目標と施策の推進方策

4 高 齢者にとって安全で安心な生活環境の整備

■声1齢者や1障害|の|あ|る1方|を含青|す|バての1方|が等|しぐ1社会●参加|レ■●立|した1隼1活|を1営,■‐
こ|とがで,き|る|よう|にする|た|め11●フヽリアフリー社会|の1実1現に1向|けた.各

種1施1策を■体1的に|
推進|して, きヽ|ます`・ま|た.|1地域に|お|ける.1連1帯感や支|え―1合いを1進|め|る.こ―と|によ■て●1高齢
者に|やさ|しヽ 生ヽ1活環1境め1整備を推進して||きヽま―す:|■||||■|||||| |||||||‐

(1)高齢者にとって住みよい環境の整備

【課題】

■高1齢者はI身1体機能|の1低1下な|どにより●日常1生活や社会1生活|を営む■|で様々な無限を受|

1,る||=から|・ユ■′ヽ■サ''デザイン●1準念を最り入れながら1公共|“施設:佳|■等|め1藷施|

]:基離樹繊鰭|||IⅢIIIIII
【施策の方向】

ア バ リアフリーに関する知識の普及啓発

バリアフリー社会の推進に関する県民への一層の普及啓発に努めるとともに、地域

における取組みへの支援等を通 じ、ノーマライゼーション(標準化)理念の浸透と定着

を図ります。

イ 公 共施設等のバ リアフリー化の推進

日常生活のあらゆる施設が安心して利用できるよう、公共施設等のバ リアフリー化

や安全に利用できる道路、公園、交通機関等の整備を推進 します。

ウ 高 齢者住宅のバ リアフリー化の推進

高齢者向け公営住宅の一層の整備を進めるとともに、個人住宅のバリアフリー化に

対する助成等により、居住環境の整備を図ります。

エ バ リアフリーに関する相談への対応

住宅のバ リアフリー化に関する専門的な相談への対応や助言体制を整備するとと

もに、関係業界や事業者等への指導に努めます。

オ ユ ニバーサルデザインの普及 ・啓発

すべての人が安全 ・安心で使いやすいように製品 。建物 ・環境などをデザインする

ユニバーサルデザインの考え方を普及 し、ユニバーサルデザインの観点に基づくもの

づくりを推進 します。

力 福 祉用具の改善 ・改良

「石川県リハビリテーションセンター」を核とした福祉用具の改善 。改良を支援す

る体制整備を進めます。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

(2)認 知症高齢者に対する支援

【課題】

点 雅 3彗馳 轟:選 期 蓮 言1装観 鑑 轟 麗 寡 靭 :孵 雷 ‐彗,
|た1認1知1症の1初1期|の1対応|が連れることにより1医療1介護に支1障|が生じる場合が少|なくないた
|あ=卓崩1発1見1相1譲1診断1体荊と艶熱1産嵩1齢暑■|を|あ1豪農|あ●摯1生活■‐あ主義1体荊を整備|
する.必要があります.ま■■|■■■■■|||  ■ |■|■■‐■■■|‐

・
    ■ ■|■||■■■

1靴 醸 認 漱 蹴 鯛 識 乳 ‐脇 11酔 |

【施策の方向】

ア 認 知症に関する知識の普及啓発

認知症に関する誤った認識や偏見を解消 し、高齢者や家族が早期に適切なサービス

を受けることができるように住民への正 しい知識の普及啓発に努めます。さらに、認

知症を理解 し、認知症の人や家族を温かく見守 り、支援する認知症サポーターの要請

や、認知症に対する正 しい知識と具体的な対応方法を地域住民に伝えるキャラバンメ

イ トを育成 します。

イ 相 談窓日の機能の充実

認知症高齢者等の相談窓口である県保健福祉センター、市町、地域包括支援センタ
ーや、民間の 「認知症の人と家族の会」等の機能充実及び連携強化とともに、県立高

松病院に新設する認知症の専門的医療を提供する認知症疾患医療センターとの連携な

ど、相談体制の強化を図ります。

ウ 早 期発見 。早期対応

認知症高齢者を早期に発見するために基本健康診査の受診を勧奨するとともに、地

域支援事業の介護予防特定高齢者施策により早期対応を図ります。また認知症高齢者

の早期発見 。早期対応が円滑に図られるよう、医療 ・保健 ・福祉の連携を強化 します。

工 認 知症に対応 した介護保険サービスの適切な提供

認知症高齢者が利用する認知症高齢者グループホームや認知症対応型デイサービ

スセンター、小規模多機能型居宅介護など環境変化に弱い認知症高齢者に対応 した地

域密着型サービスの適切な提供を促進 します。

オ 認 知症高齢者に対応 したケアマネジメントの推進

研修会等を通 じ、 「認知症の人のためのケアマネジメントセンター方式」の普及を

図り、認知症高齢者に対応 したケアマネジメントを推進 します。

力 認 知症介護に携わる職員の資質の向上

認知症高齢者に介護サービス等を提供する事業所の管理者や介護サービス従事者、

計画作成担当者に対する研修を実施 し、サービスの質の向上を図ります。

キ 地 域見守リネットワークの構築

徘徊の見られる認知症高齢者の安全と家族等の安心を確保するため、地域包括支援

センターにおける情報収集と相談体制の充実強化により、地域の見守リネットワーク

の構築を図ります。

ク 成 年後見制度や福祉サービス利用支援事業の利用の推進

成年後見制度の利用のほか、自ら福祉サービスを利用することや、日常の金銭管理

などを行うことが難 しい状態にある認知症高齢者等に対 して、福祉サービス利用支援

事業の利用を推進 します。
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第4部 計画の日標と施策の推進方策

厚生労働省「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」による報告書の概要

Iこ れからの認知症対策の基本方針

○ 今後の認知症対策の基本方針は、早期の確定診断を出発点とした適切な対応の促進

○ 具体的には、(1)実態の把握、(2)研究開発の加速、(3)早期診断の推進と適切な医療の提供、(4)適切なケアの

普及及び本人・家族支援、(5)若年性認知症対策を積極的に推進するため、財源の確保も含め、必要な措置を
講じていく必要がある。

1今 後の認知症対策の具体的内容

1実 態の把握

○ 認知症患者数を正確に把握するため、医学的に診断された認知症の有病率調査を実施

○ 認知症患者の症状別、医療機関・施設別の利用の実態や、地域における認知症に対する医療・介護サービス

資源の実態等について調査を実施

○ 要介護認定で使用されている「認知症高齢者の日常生活自立度」は、より客観的で科学的根拠に基づくもの
への見直しを検討

2研 究・開発の促進

〇 今後5年 以内に、アルツハイマー病の促進因子・予防因子を解明し、有効な予防方法を見いだすことを目標
とした研究を促進

○ 今後5年 以内に、アルツハイマー病について早期に、確実に、身体に負担をかけない診断が可能となるよう、
アミロイドイメージングによる画像診断、血液中のパイオマーカー等の早期診断技術の実用化を目標とした
研究を推進

〇 資源を集中し、今後10年 以内にアルツハイマー病の根本的治療薬の実用化を目標とした研究を推進

3早 期診断の推進と適切な医療の提供

○ 認知症診療ガイドラインの開発・普及、専門医療機関の整備等により、早期診断の促進とBPSDの 急性期
や身体合併症への適切な対応を促進

○ 認知症の専門医療機関である認知症疾患医療センターを全国に150か 所整備し、地域包括支援センター

との連携担当者を新たに配置

○ 認知症の専門医療を提供する医師の育成や研修体系の構築

4適 切なケアの普及及び本人・家族支援

○ 認知症ケアの標準化・高度化に向けた取組みの推進

○ 認知症連携担当者を配置する地域包括支援センターを認知症疾患医療センターに対応して新たに全国に

整備し、医療から介護への切れ目のないサービスを提供

○ 身近な地域の認知症介護の専門家等が対応するコールセンターを設置

○ 市町村等による定期的な訪問相談活動等きめ細やかな支援の取組みを推進

○ 「認知症を知り地域をつくる10か 年」構想等の推進

5若 年性認知症対策

(1)気軽に相談できる全国1か所の若年性認知症コールセンターを設置し、

(2)認知症連携担当者が新たに診断された若年性認知症の人を把握し、本人の状態に合わせて雇用・就労
サービスや障害者福祉、介護サービスにつなぐとともに、

(3)医療・福祉と雇用・就労の関係者からなる若年性認知症就労支援ネットワークの創設、

(4)若年性認知症ケアのモデル事業の実施による研究・普及、

(5)国民、企業等への広報啓発

等により、「若年性認知症総合対策」を推進
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

(3)高齢者虐待の防止と養護者支援等の推進

【課題】

■高1齢者虐1待防IL法施行後1高1齢1者1虐1待の1実態が明|ら力Ч=なる■1方=市1町|ま1関1係機関の
1協力を得ながら積極的に高齢者1虐1待防止と養護者1支1援(以‐下「高1齢者虐1待防止等」という。)
に取り組んでいま|す。    |‐ ■■

‐
■■|

■今:後は=より複1雑化する困難事例|^|の1対1応に加:えt‐1虐1待予1防の1取組みも強イヒしていく必要
がありますよ|■■|‐  |  |  ■  ■ ■■

【施策の方向】

ア 関 係者の資質向上

高齢者虐待防止法施行により、高齢者虐待防止等の取組みが本格化する中、これに

携わる関係者の資質向上方策もより高度化 していく必要があります。資質向上に有効

とされる研修会について、聴講型から討議型に改めるなど、より実践に即 した対応能

力の養成を図ります。

イ 市 町に対する支援強化

市町や地域包括支援センターでは、社会福祉士が主体となって高齢者虐待防止等に

取 り組んでいますが、対応事例の中には、問題が複雑に絡み合い解決が困難な事例も

少なくありません。このため、高齢者虐待専門職チームを設け、より専門的知識を有

する機関の支援が受けられるよう体制の整備を図ります。

ウ 高 齢者虐待防止等に関する知識の普及啓発

高齢者虐待事例には、市町や県が責任を持って対処 していますが、高齢者虐待の発

生を防止するためには、市町や県のみならず、県民一人ひとりが高齢者虐待防止等の

重要性の理解を深めることが必要です。このため、引き続き高齢者虐待防止等に関す

る知識の普及啓発を図ります。

工 養 介護施設従事者等による高齢者虐待防止への取組強化

高齢者虐待防止法施行後、毎年、養介護施設従事者等による高齢者虐待事例が発生

していることは、県内介護保険サービスに対する信頼を大きく揺るがすおそれがあ

り、その根絶に向け、指導の徹底を図ります。

オ 成 年後見制度や福祉サービス利用支援事業の利用の推進

高齢者虐待事例における認知症高齢者の割合は約4割 と高いことから、成年後見制

度や社会福祉協議会が実施 している福祉サービス利用支援事業の利用促進に係る普及

啓発を図ります。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

<高 齢者虐待防止ネットワーク及びその支援体制イメージ図>

自治粗繊    老 人ク

本人 ・家族等

市 町
(市町から委託を受けたものも含む。)

高齢者虐待防止ネットワーク運営委員会

(4)消費生活の安全確保及び犯罪被害の防止

【課題】

■高1齢化の1進展に伴うひと,暮|らし高齢者や高齢者世帯の1増加を背1景に、高齢者が消1費1者

トラブルに巻き込まれたり1振り込め詐欺|の1被害に道う危1険性が高くなつていま|す。    |
|‐今後も高1齢者に係‐る被害|の1未‐然1防止t拡1大防止を図るた|め|の1取1組みを一層1推進する必
要力`あります。

【施策の方向】

ア 安 全安心な消費生活社会づ くりの推進

「石川県安全安心な消費生活社会づ くり条例」に基づき、消費者の権利の確立、不

適正な取引行為の規制、消費者教育 。情報提供、消費者被害の救済、市町に対する支

援などに取組み、消費者が自立 した主体として行動できる環境の整備を推進 します。

イ 消 費生活等の安全安心のための知識の普及啓発

「石川県消費生活支援センター」を核 として、消費者被害の迅速な救済を図るほか、

講座の開催や、団体やグループヘの講師派遣による消費者教育や犯罪被害防止のため

の知識の啓発、対処方法等を記載 したチラシの配布や新聞広報などによる周知、マス

コミの活用やホームページ、メールマガジンによる迅速な情報提供を図 ります。

ウ 市 町に対する支援

消費者が身近な行政主体である市町において消費生活相談を受けられるよう、市町

相談の通報 :

ネットワークミーティング
(個別チーム)
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

巡回相談の実施、相談担当職員に対する研修充実等により、市町の相談窓 日の強化を

図 ります。

工 民 生委員などを通 じた被害の防止

高齢者で判断力が低下 している方を消費者被害から守るため、民生委員やホームヘ

ルパー、老人クラブなどの地域社会の協力を得ながら、被害の早期発見、早期対応を

図 ります。

(5)地域における支え合いの推進

① 高 齢者福祉ボランティアの育成

【課題】

111::iII:IIIIII:li:i:Il::[
た曇義=お|チる■||1轟 ‐議として1従来'

鶴   霧 篇熟妻|||||||IⅢII撃言|めた|めの福鹸 ‐■テイナ̂ |め支援が,求め|らカ

【施策の方向】

ア 高 齢者を支えるボランテ ィア活動の推進

支援 を要す る高齢者等 を継続的 かつ定期的 に支えることので きるボ ランテ

ィア活動を推進 します。

イ ボ ランテ ィアコーデ ィネーター等の人材の育成

ボランテ ィア活動 を支 え るボラ ンテ ィア コーデ ィネー ター等 の人材 の育成

を図 ります。

ウ ボ ランティアと連携 したサービスの提供の推進

ボランティアの支援 と協力を得ながら、画一的になりがちな公的サービスから心

が通い合う公的サービスヘの転換を推進 します。

エ ボ ランテ ィアネットワークの構築

市町ボランテ ィアセンターの活動を強化 し、地域のボランティアネットワークの

構築を推進 します。

オ 福 祉施設等におけるボランティアの受入の推進

施設利用者等への社会的な交流機会の提供のため、施設等におけるボランテ ィア

の受入を推進 します。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

盛倉え;謂::客留顎看滋‰肇箸言禁重だ精 纂糠
11"えて,声幹者●精神"な,自=●=えともな―つています|まさら,=1今後01超高齢社会で■|
はII都市4ヒ|や核1家族4しなどあ1進行も手1想されることふら:青轟著11菰立する.ことおヽな|よヽう|
通義|そ圭|えさら法動を島i:建ある必曇|がぁります「|||||||||||   ||||||||

② 老 人クラブ活動等の充実

【課題】

【施策の方向】

ア 友 愛訪間の推進

老人クラブが行う友愛訪問等を通 じ、高齢者を精神面で支える地域の取組みを進

めます。

イ 自 治会等との連携の強化

自治会や婦人会 。青年団など、地域に根ざした組織における高齢者の支援活動の

強化を推進 します。

ウ 老 人クラブによるボランティア活動の推進

老人クラブ等における高齢者福祉ボランティア活動を推進 し、明るい地域社会づ

くりを目指 します。

③ 地 域見守リネットワークの整備

【課題】

【施策の方向】

ア 民 生委員等との連携による安否確認の実施

民生委員や地域福祉推進員による安否確認等の見守り活動を通 じ、高齢者等の日

常生活の安全安心を確保するとともに必要な公的サービスとの連携を推進 します。

イ 地 域における仲間づくりの推進

老人クラブが行う友愛訪問等を通 じ、地域における仲間づくり・連帯づくりを推

進 します。

ウ 地 域見守 リネットワークの構築

地域包括支援センターにおける情報収集と相談体制の充実強化により、地域の見

守リネットワークの構築を図ります。

運聾≪:営爾翼覇難聾罐識翠i難霧掌宥「ず・
るとともに見守リネ,|トウ■クの1整備を進める|

ことが豪|あられ|ていますよ|||||||■ |
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第4部 計画の日標と施策の推進方策

(6)高 齢者の交通安全対策の推進

【課題】

■交1通事故による死者1数は全体|としては減1少傾向にありますが=全1体に占める高齢1者|の1割|

1合は半1数1以
‐上と高くなうていま|すままた●高齢者|の1免1許人●|の増1加に伴い1高齢運転者によ

る交通1事故|の1件1数も増加していま|す|まこの|ため1高齢者自1身により体力
:などの1変イしな自覚|で

きる体験1実践型|の1研1修会を実1施するとともに1家1庭|や地域で高齢者|の行動に1理解と関1心を

1持ち|=1通事故11つ|なが積 1陰な1行1勲11対してはI注意|や1助1言を行う気運を高|めてい.く必要|
があります=|■ |■■■■■■■|■■■ ■|

【施策の方向】

ア 交 通安全教育の推進

幼児から高齢者まで一貫性のある生涯教育としての交通安全教育、特に正しい横断

方法をはじめとした交通ルールの学習のほか、高齢者にも理解 しやすいような体験 。

実践型を中心とした高齢者交通安全教室の推進を図ります。

イ 運 転者向けの実践的な研修会への参加促進

自動車学校や安全運転研修所における運転適正や危険予測を中心とした運転者向

けの体験 。実践的な研修会への参加の推進を図ります。

ウ 外 出時の事故防止の推進

交通安全は、自ら交通ルールを守 り、交通マナニを高めることは勿論のこと、危険

回避の観点から、周囲に対 しても自分の存在を知 らせ、注意を促すことが大変重要で

あることから、夕暮れ時の早めのライ ト点灯運動、夜光反射材の活用等の普及啓発を

図ります。

(7)災害に対する体制の整備

【課題】

1高齢者|や障1害者:な|ど|のいわ|ゆ―る「災1害時1要援護1者」‐はt‐災1害から―自‐らを守るた|めに安全な

場1所に1避難するな|ど|の1災1害時|の1行1動に支1援を1要することから―、迅1速|‐確1実な1避1難1支援1体制

の整備を進|める必要が|あります6

平成19年 3月 に発生した能登半島地震の際には、
1民

生委員が中心となつて作成する「地

域みまもリマップ」の活用により、要援護者の安否確認や避難所への誘導がスムーズに行わ

れたという実績があります。地域における連携を深め、災害に備えるこうした取組みを今後も

支援していく必要があります。

【施策の方向】

ア  「 地域みまもリマップ」の作成の支援

各地域で作成する 「地域みまもリマップ」は、要援護者に対する災害時支援に有用

であり、その作成及び情報の更新について支援 します。

イ 避 難支援プランの作成の支援

市町において災害時要援護者の範囲、情報の収集 。共有の方法、避難支援体制など

災害時要援護者対策の取組方針を明らかに した避難支援プランの全体計画及び要援

護者一人ひとりの支援者や避難所などを定めた個別計画を作成するよう支援 します。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

ウ 避 難所の施設環境の整備

避難所における円滑な救援活動を実施するため、県の策定 した 「避難所運営マニュ

アル策定指針」等を活用 し、避難所運営マニュアルを作成するとともに、要援護者に

対する備蓄物資の拡充を進めるよう市町を支援 します。
工  「 高齢者の入所系施設における防災マニュアル」の徹底

高齢者施設において県の作成 した 「高齢者の入所系施設における防災マニュアル」

を参考に防災計画の作成を徹底 し、定期的に防災訓練を実施するなどマニュアルの実

効性を高めるよう指導 します。

オ 高 齢者施設における防災組織体制の整備

災害発生時における迅速かつ的確な対応を行うため、あらかじめ防災組織体制を整

え、施設職員の任務分担、動員計画、緊急連絡体制を明確化するよう指導 します。

力 近 隣住民、近隣施設との協力体制の確保

災害時においては、施設職員だけではその対応が十分でない場合が多く、また救助

された被災者を一時的に避難させる場所も必要であるため、あらかじめ近隣に所在す

る施設や医療機関、地域住民、ボランティア組織とも連携を深め、緊急の場合の応援、

協力体制を確保するよう病院等の相互間の連携を図るよう指導 します。

キ 防 災関係機関との連携強化

地震等の災害時における高齢者の安心 。安全を確保するため、民生委員、身体障害

者相談員、介護支援専門員、ホームヘルパー、社会福祉協議会等の福祉関連機関、地

域消防防災関係者や防災関係機関との連携 した支援体制の整備を推進 します。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

「~~~~~~~~~―………
麗黒EE黒覇 桑吾3菖二F面

~~~~~¬
:     厚 生労働省

鎖 慧倉墓著桑RttFl‐
募る将来|の不1安を乗り越|え●「安,いJと「希望‐Jを抱いて
(ために12025年を見据えて取り組む|べき施策を提言|す

るよ|||||‐|・|■■| |||

1.高 齢者 自らが安心と希望の地域づくりに貢献できる壼境づくり
～高齢者や要介護者が最期まで生き方に選択肢を持ち、人とのつながりを持つて
生きていける社会を創るために～

①コミュニティ・ワーク・コーディネーター(仮称)の輩出
地域の高齢者が「求めていること」と「できること」を結びつけ、意欲ある高齢者が主体的・

積極的に参加するコミュニティ・ビジネスや互助事業等を育成する「キーパーソン」になりたい
という、意欲ある高齢者や住民(コミュニティロワーク・コーディネーター(高齢者地域活動推進
者))(仮称)を地域から募集し、先進的事例や様々なノウハウを修得できる機会を提供

②地域包括支援センターのコミュニティ支援機能の強化

2.高 齢者が、住み慣れた自宅や地域で住み続けるための介護の質の向上
～たとえ介護が必要になっても、住み慣れた自宅や地域で住み続けるために～

①在宅生活を支援するサービスの基盤整備
訪間介護・訪問看護のネットワークの整備、家族への適切な介護情報の提供等

②在宅生活支援リハビリテーションの強化
リハビリテーションの拠点整備と質の向上に向けた取組みの推進等

③医療と介護の連携強化
必要な研修を受けた介護従事者が、医師や看護師との連携の下に、施設入所者に対して、

経管栄養や喀痰吸引を安全性が確保される範囲内で行うことができる仕組みの整備、緩和

ケアの積極的な推進等

④認知症対策の充実
認知症ケアの標準化、成年後見制度の活用等

⑤地域の特性に応じた高齢者住宅等の整備
地域特性に応じた住宅・施設整備、多世代交流機能を持つ小規模住宅の整備等

3.介 護従事者にとっての安心と希望の実現
～介護従事者が働きやすく、介護の仕事に誇りとやりがいを持つて取り組み続けて
いけるために～

①各事業所における介護従事者の処遇に関する情報の積極的な公表の推進
②介護従事者が誇りとやりがいをもって働くことができる環境の整備

介護従事者の処遇改善に資する介護報酬の設定、ワークライフバランスヘの配慮、資格
や経験等に応じたキャリアアップの仕組みの構築、介護ロボットの研究開発の推進等

③介護従事者の確保口育成
潜在的介護福祉士等の掘り起こし、現場復帰に向けた研修の実施、介護未経験者の就業

支援等
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

5 利 用者の立場に立 ったサービス提供の推進

(1)サービスの円滑な利活用の推進

① 情 報提供の充実

【課題】

財雛心茫難搭  鱒
テ:ムの整備麟 となります|■|■||||||■■‐‐ ■ ■■■■|■■■■■■‐|     ■

【施策の方向】

ア 介 護サービス情報の公表制度の実施

介護サービス事業者が、利用者に必要な情報を適切に公表するよう円滑な制度の

実施を推進するとともに、公表された情報が活用されるよう、制度の普及啓発を図

ります。

イ 市 町における事業者情報提供の推進

市町において利用者が必要とする情報を入手できるよう、居宅介護支援事業者や

サービス事業者 リス ト等を作成 し、分かりやすい情報の提供と利便を図ります。

ウ 介 護保険制度の理解と介護サービスの利用の促進

介護保険制度の県民への周知を図るため、介護保険の仕組みやサービス利用など

を紹介するハンドブックの作成や、県政出前講座を実施 します。

『介護の日』について

厚生労働省では、
“
介護について理解と認識を深め、介護従事者、介護サー

ビス利用者及び介護家族を支援するとともに、利用者、家族、介護従事者、それ

らを取り巻く地域社会における支え合いや交流を促進する観点から、高齢者や

障害者等に対する介護に関し、国民への啓発を重点的に実施するための日
"と

して、「11月 11日」を「介護の日」と決めました。

介1諄|み|び福祉サ|■|ビス|が利用1者●■■|ズ11適応して1効1率
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

椰 ―ビス      (情 謂麟師観鴻瓢封D

結

② 要 介護者の家族等への支援

【課題】

■介護1保1険制1度|で|は1介議を要|する状態となつても:できる限りtl自1宅|で自立した日1常1生1活

が営|めるよう介護サ■ビスを提供することとしていますよ.||.‐ |・      ‐ |■ ||

1在1幸での介護を継1織していくた|め■は、要介護者|の1家族1等に対する支1援が必1要となうてい

ま―す。
|         ‐

【施策の方向】

ア 介 護家族の介護に関する知識の普及啓発

高齢者を介護する家族等を対象とする家族介護教室の開催等により、介護及び介

護予防に関する知識や技術の周知 ・習得を推進 します。

イ 介 護家族の心身のリフレッシュの推進

高齢者を介護する家族を一時的に介護から解放するとともに介護者相互の交流

を促進することにより、介護者の心身のリフレッシュを図ります。

ウ 介 護費用の負担軽減の支援

介護用品の支給により、低所得者の介護費用の負担軽減を推進 します。

工 相 談窓回の設置

認知症高齢者を介護 している家族の悩み等を解決するため、「金沢こころの電話」

など、電話相談を実施する民間団体を支援 します。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

(2)身近な相談体制の整備

【課題】

■介護1保1険制1度が1定1着ttlサ ■|ビスの1利1用|が1進|むに,従|い●サ ■ビスの1質―の1向1上|な|ど住

民|の|■■ズが多‐様イ0してき|て, まヽすよ|■.|

■|ま|た、今後|は高齢者1数|の1増1加|も1見‐込ま|れ―ること|から●1高1齢1者:及|びそ|の|‐家族|の1抱え|る

諸問題に対応する1相談1窓■|の充1実を図る1必要があります:|   |■ ‐■‐■■■■|■|

【施策の方向】

ア 居 宅介護支援事業所における相談体制の強化

利用者にとって最も身近で、良き理解者 。相談相手である介護支援専門員 (ケアマ

ネジャー)に 対する情報提供を充実し、相談体制の強化を図ります。

イ 相 談窓口体制の充実

介護保険サービスの県民への一層の周知と理解を得るため、市町、地域包括支援セ

ンター、県保健福祉センターなどにおける相談窓口体制の充実及び継続的な普及 ・啓

発活動の促進を図ります。

ウ 市 町の相談業務に対する支援

各圏域に設置されている県保健福祉センターにおいて、市町における相談業務を広

域的に支援 します。

工 民 間関係団体 と連携 した相談体制の確保

県 ・市町社会福祉協議会や石川県国民健康保険団体連合会などの民間の関係団体と

連携 し、より専門的かつ公正 。中立的な相談窓口を設け、重層的な相談体制の充実を

図ります。

オ 民 生委員等と連携 した相談体制の確保

民生委員への情報提供や介護相談員の研修を充実するなど、市町の相談体制の強化

を図ります。

(3)サービス苦情処理体制の整備

【課題】

サ‐ビスに対する苦情等については、利害関1係を有する
.当
1事者間だけでは解決できない.ケ

ースが生ずることから、特に1弱い立場に立たされること―が多い利用者
―
の権利と人権―の1擁護に

配慮し、第二者的立場から中立かつ公正に処理する必要があります。

【施策の方向】

ア サ ービス事業者における苦情処理体制の整備の確立

利用者と介護サービス事業者等の適正な契約の締結を進めるとともに、事業者 自ら

の苦情受付窓 回の設置等、苦情処理体制の整備 ・確立を進めます。

イ 市 町における苦情処理体制の整備

市町において苦情等を有する住民に適切な情報提供 と助言が行える体制の整備を

支援 します。

ウ 石 川県国民健康保険団体連合会による苦情相談窓回の設置

介護サービスに対する苦情等に対 して、石川県国民健康保険団体連合会において中

立 。公正な立場から必要な指導 ・助言を行います。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

工 利 用者保護の立場に立った指導 0監督の推進

県と市町等が連携 し、利用者保護の視点に立ったサービス事業者等に対する適切な

指導 ・監督に努めます。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

6 介 護保険事業 の適正な運営の確保

|1介護保険1制度‐施行後、1要介護認定者1及|び介護サニービス利用1者|が1増加|し、今後も1給1付1費
―
の

増大|が1予1測|される1申t‐1制1度|の1安1定的|な1運1営|を確保する.必要|があ|,|ま|す:‐   ■ |■■||
■|この|た|め●1県や1市町‐に|おいて,ま●適切な1要介護認定事務|を1行|■てい.くこともに|■提供さ
|れるサ■ビス|の1必1要性|や1効果■|サ|■|ビ|ス1提供事業者に|よる不正1請求な|どを|チ●,|ク|し●1制
度の適■|な運1営を確保tlて, くヽ1必要|が'あ|り|ます。 | ■ ■■■■■■■‐‐  ■ ■.■■■■|

(1)公 平 ・公正かつ適切な要介護認定の実施体制の確保

【課題】

ll      i彗謀i:営ltti
手逢酬 鷲認轟離

(2)

【施策の方向】

ア 認 定調査員等の研修の実施

認定調査員及び介護認定審査会委員に対する研修を実施 し、市町における公平 ・

公正かつ適切な要介護認定の体制整備を支援 します。

イ 主 治医意見書を作成する医師を対象とした研修の実施

要介護認定における主治医意見書 を作成する医師への制度等の周知徹底を

図り、市町における要介護認定の円滑な実施を支援 します。

ウ 適 正な要介護認定調査の確保

業務委託による要介護認定調査の適正な実施を確保するため、市町による定期的

なチェック機能の確立を図ります。

工 介 護保険審査会における適正な審理 ・判決の確保

要介護認定等に対する不服申立に対 して、石川県介護保険審査会における適正な

審理 ・裁決に努めます。

介護給付適正化の推進

【課題】

介護保険制度施行後、介護給付費は年々増加しており、今後も高齢者の増加に伴い、介

護給付費も増大することが予測されます。

介護保険制度の持続性及び負担の公平・公正性を高める観点から介護給付の適正化を

図る取組みを進める必要があります。

【施策の方向】

ア 適 正化の取組みを行う保険者への支援

要介護認定の適正化、ケアマネジメント等の適切化、介護報酬請求の適正化など、

保険者が行う適正化の取 り組みを支援 します。
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第4部 計画の目標と施策の推進方策

イ 事 業者に対する指導 。監査等の実施

事業者の指定権者として、指導 。監査体制の充実 。強化を図り、計画的な事業者
指導と迅速 ・的確な監査を実施 します。

(3)指定介護保険事業者等の指導の徹底

【課題】

指定介議保険1事1業者や袴1社サ■ビス事業1者(以下,指1定1介1護保険事業者等豆頭可雨あ藉

:ili鰹讚1::::「1,11::「',装||:菫:|:||,1
【施策の方向】

ア 事 業者への適切な指導の徹底

実地指導、集団指導を通 じて、事業者のサービス提供体制をチェックし、サービ

スの質が低下 しないよう、職員の適正配置などに関する指定基準遵守の徹底を図る

とともに、利用者本位のサービスの提供に努めるよう、適切な指導を行います。ま

た、サービス事業者による不正請求が行われることが無いよう、指導の徹底を図り

ます。

イ 県 と市町の連携 した指導 ・監督の実施

県と市町等が連携 して、利用者保護の視点に立ったサービス事業者等に対する適

切な指導 ・監督に努めます。

ウ サ ービス提供の実施状況の把握

サービス担当者会議の開催状況や身体拘束廃止に向けた取組みの実施状況など

サービス提供に係る実施状況を適宜把握するとともに、その適正な運営について指

導 します。

工 指 定基準の遵守状況の確認

適正なサービス提供がされるよう指定介護保険事業者等の指定基準の遵守状況

を確認 します。
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